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午前10時00分 開議 

○議長（加藤弘己） ただいまの出席議員は17名で

あります。定足数に達しておりますので、本日の会

議を開きます。 

 本日は傍聴席へ報道機関が入っております。なお、

撮影を許可した者には許可証を交付しておりますの

で御報告いたします。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりでござい

ます。 

───────────────── 

○議長（加藤弘己） 日程第１ 一般質問を行いま

す。 

 昨日に引き続き一般質問を行います。 

 本日の質問順序は受け付け順により、１番、高柳

達弥君、２番、吉田建二君、３番、馬場 衛君、４

番、中村博行君、５番、佐原佳美さん、と決定いた

します。 

 初めに、８番 高柳達弥君の発言を許します。８

番 高柳達弥君。 

  〔８番 高柳達弥登壇〕 

○８番（高柳達弥） ８番 高柳達弥です。湖西市

の将来人口の減少に対する取り組みについて、伺い

ます。 

 日本の人口は、2015年に１億2,709万人（国勢調

査）と減少局面を迎えており、2065年には総人口が

9,000万人、これは日本の将来人口推計です、

29.1％と減を割り込み、高齢化率は38％台の水準に

なると推計されています。「それにはどう対応して

いけばよいのか、経済が成長し続けたとしても、少

子化に歯止めがかかったり、高齢者の激増スピード

が緩んだりするわけではない、私たちは決して希望

的楽観論に逃げ込むことなく、不都合な真実であっ

ても目を背けずに、それに立ち向かう選択をしなけ

ればならない」と、元佐賀県武雄市長樋渡啓祐氏の

言葉であります。この方は、図書館をリニューアル

してツタヤを指定管理として、その中にはスターバ

ックスとか書籍の販売とか、そういう施設をやりま

して、年間に100万人の来館者があると、そういう

ことをやられた市長でございます。 

 そういうことで、湖西市は将来消滅自治体になら

ないまでも、大幅な人口減少が見込まれます。座し

て通り過ごすことはできません。第６次総合計画策

定時期にあって、さまざまな事業の基本となる人口

の想定をしっかり定める必要があります。このため、

将来人口及び各年代を見越したさまざまな施策が必

要であるということで伺います。 

 質問の目的は、迫りくる人口減少からさまざまな

障害が想定されるが、その施策を問います。 

 質問事項１番ということでお願いします。 

 市長の描く湖西の将来像、そしてどんなまちにし

たいか。今、職住近接をキーワードに、子育て、教

育支援の充実、産業の振興、観光振興等、そして住

もっか「こさい」定住促進奨励金、奨学金返済支援

などを行い、居住者増加策の成果も一部あらわれて

おります。これにより、その先どんなまちを目指し

ていくのか、湖西市の魅力をアピールし、注目され

るまちづくりがされるとなれば、少しばかり地価が

高いが住みたい、住みたくなるようなまちになりま

す。ただ、職場、工場が近くなるだけでは湖西市に

来て住んでくれないと思います。市長のまちづくり

への思い、考えをお伺いいたします。 

○議長（加藤弘己） 市長、登壇して答弁をお願い

いたします。 

  〔市長 影山剛士登壇〕 

○市長（影山剛士） おはようございます。お答え

を申し上げます。 

 今、議員からは、樋渡さんのお言葉も引用いただ

きました。役所の年次では少し上ですけれども、旧

総務省におられましたんで、存じ上げております。

ここは全国共通でやはり人口減少とか少子化、高齢

化、これは避けられるものではありませんし、じゃ

あ未来が本当に先行きどこの自治体もバラ色だった

らいいんですけれども、厳しい状況であるというの

は、現実は直視しなければいけないと思っておりま

す。 

 その中で、じゃあ湖西市がどのようにこれからま

ちづくりをして、そして持続可能な発展をしていく

かということが重要ですので、これは施政方針のと

きにも、るる述べさせていただきましたけれども、

やはり今議員もおっしゃいました職住近接によって、
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働くところだけではなくって、住んで働いていただ

くということが何よりも重要であるというふうに考

えております。 

 これも繰り返しいろんなところで申し上げさせて

いただいてますけれども、人口は今６万人ですけれ

ども、昼間の人口は約７万人と言われて、この昼夜

間人口の差の解消というものを目指していかなけれ

ばならない。そして、それをするためには、今議員

もおっしゃっていただいた３つの職住近接のキーワ

ードの中で、子育てや教育の支援充実、そして産業

の振興、観光シティプロモーション、また何よりも

施政方針でも申し上げましたけれども、それの根幹

となるのが市民の皆さんの安全・安心であり、医

療・福祉といった、このまちで安心して生活ができ

るということが何よりだと思っています。 

 個別の政策は今あえてそれに付随したものがたく

さんありますので、申し上げることはしませんけれ

ども、何よりもこのまちに住みたいし、住み続けた

いと、これが何年後でも何十年後でも思っていただ

けるようなまちづくりを皆さんと一緒に行っていき

たいというふうに考えております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 質問の途中ですが、ただいま

出席議員は18名であります。 

 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） 全国には魅力あるまちづくり

で人口が増加しているまちがたくさんございます。

一つには、千葉県の流山市ということで、ここは都

心から近いわけですが、子育てのまち、森のまち、

良質なまち、美しいまち、楽しいまちづくりという

ことで、このまちに住むことがステータスになって

いるということで、都心から共働き、子育て世代の

30代の人口が急増しているというようなことで、全

体の人口が増えてるということです。 

 また、島根県の邑南町は人口１万人ばかりですけ

れども、高齢化率も高いですが、日本一の子育て村

ということで、徹底した移住ケアということで、子

育て世代30代の移住で３年連続人口が増加中という

ことで、広島から交通の便が悪くて１時間ぐらいか

かるということですが、全国から視察に訪れている

ということで、この施策を学ぼうということで訪れ

てるようですが、本当にここも人口が増えてるとい

うような形で、何かそういう目玉という、人を寄せ

るような何か本当の施策、全国の人が注目して集ま

るような施策をしていただけばと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、２番目に入ります。 

 湖西市の人口ビジョン2016年によると、2060年に

は４万8,000人程度の人口確保を目指すとあります

が、人口の将来展望をどう分析しているのかを伺い

ます。 

 また、総合戦略市未来ビジョン会議２月28日では、

2040年に人口５万3,000人維持とありますが、どの

ような推定によるか、お伺いいたします。ここに新

聞で５万3,000人ということで載っておりますけど

が、そういうことでお願いいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 現在の人口ビジョンは、2010年の国勢調査をもと

に市独自の目標を設定して推計したものとなります。 

 具体的には、出生率や転入転出の移動率などを上

方修正して設定し、2060年に、議員おっしゃいます

ように、４万8,000人程度の人口確保を目指してお

ります。 

 直近となります2015年の国勢調査による推計は、

2010年のときのものより、湖西市を含め全国的に人

口減少のスピードは緩やかになりましたが、湖西市

の2015年から2019年のまでの実際の人口動向を見る

と、そこまでは楽観はできない状況であると考えて

おります。 

 現在、次期総合計画の策定の中で人口推移の展望

や目標人口について検討している状況でありますの

で、まだ、この前２月28日の人口ビジョンの未来ビ

ジョン会議の取材の結果として、2040年、人口５万

3,000人という記事が出ましたけれども、まだこれ

検討中ということで御理解をいただきたいと思いま

す。これにつきましては、希望出生率を幾つにする

とか、そういったことで随分と数字が変動いたしま

すので、まだ今のところ検討中であるということで

御理解をいただければと思います。以上です。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 
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○８番（高柳達弥） わかりました。この人口推計

というのは、本当に難しいところがあります。それ

ですが、国立社会保障人口問題研究所というところ

で、これ社人研ですが、推計では、市の推計との差

が2040年では5,000人、また2060年には１万1,000人

というような差も出ておるようですが、そこら辺が

どこがどの数字が正しいかというのもあるですけど

が、そこら辺またしっかり推計のほうをお願いした

いと思います。 

 それでは、３番目にいきます。 

 年少人口（５歳から14歳）は、先ほど言いました

国立社会保障ということで、社人研とこれから言い

ますけどが、推計によると、2040年に約3,000人減

少となりますが、公共施設再配置計画では、学校教

育系施設について、2025年までに４校を検討、それ

以降７校を検討するとなっていますが、再配置計画

の検討状況、またその進捗状況等をお伺いしたいと

思います。 

○議長（加藤弘己） 教育次長。 

○教育次長（鈴木 徹） お答えをいたします。 

 公共施設再配置計画の個別計画では、学校教育系

施設の現状と課題、また事業の方向性を示しており

ます。2021年から2025年までの第２期計画では、鷲

津小学校、鷲津中学校、新居小学校、新居中学校の

４校を計画しており、そのうち校舎外壁の劣化が激

しかった新居中学校においては、第１期中、2017年

から2020年が第１期となりますが、前倒しで改修を

行わせていただきました。これまではおおむね計画

どおり進捗しているものと考えております。 

 第３期以降に計画しておりますその他の学校につ

きましても、財政状況等を踏まえながら、事業実施

に向けて進めてまいりたいと考えております。以上

でございます。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） わかりました。今言われまし

たけども、再配置計画については、学校をある程度

統合するとか、小中学校に一緒にするとか、いろい

ろそういう再配置につけて学区やなんかの問題も出

てくるし、地域のいろんな、一番最初に発表したと

きにも、うちのとこの区はどこかへ行くのかってい

うようないろんな地域から話が出ましたですけどが、

そういうことで、再配置をする計画についても、事

前にそういうようなことをある程度まとめて、少し

でもある程度地域へ話をするとか、何かそういうま

ず話をするとは別として、そういう内部的にこんな

ことにしたい、それではどういう段取りで行くかと

いうのは、そういうことをどんどん進めていかない

と、この年度に合っていかなくて、まあお金は別と

して、そういうどういうふうにその再配置をしてい

くかというのをもう今から進めていかないとスムー

ズに再配置ができないんじゃないかなと、特に学校

についてはそう思いますので、その点、今から進め

ていっていただきたいなと、そんなふうに思ってお

ります。 

 それでは、４番目に行きます。 

 出産年齢人口（15歳から49歳）の減少する中、合

計特殊出生率は2010年に1.54、2020年には1.75、

2030年には1.95と設定されていますが、現時点での

状況をお願いいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 市町村別の合計特殊出生率は、厚生労働省から５

年に１回公表され、直近では、平成26年に公表され

ました平成20年から24年までの数値1.54という数値

が最新のものとなります。これ以降、市町村別の数

値は公表されておりませんが、最新値として公表さ

れているもので、平成30年の国、県の合計特殊出生

率がそれぞれ1.42、1.50であること、加えて湖西市

のここ数年の人口1,000人当たりの出生数が低下し

ていることを考慮いたしますと、現時点での湖西市

の合計特殊出生率は前回の数値、この1.54というも

のを下回る結果になるんではないかと想定しており

ます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） 厳しい状況ということだと思

います。そういうことで、その中でも出生数の向上

対策、そして2013年の調査ですが、女性の転入、転

出状況では、20歳から34歳までが転出超過となり、

25歳から29歳が1.2倍と高くなっております、転出

が。この出産年代の女性の転出を抑え、いかに転入
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増を増やす施策の展開が必要であると思います。 

 また、今１年間に赤ちゃんが全国ですが、一人も

生まれない、出生数ゼロの自治体が増えております。

それで、18年に出生数１桁のゼロ予備軍の自治体が

約90ということで、その後増えてるようですが、そ

ういうことで、子供の少ない地域が急速に広がり、

過疎化が進んでるということでございます。 

 また、市内でも195の町内がございますけどが、

その中で１年間出生者が、子供の生まれる人がゼロ

の町内というのがたくさんあります。うちの町内で

もそうですけど、ゼロということで。そういうこと

で、本当に深刻な状況にあると思いますので、そこ

ら辺先ほど言いましたように、特に女性の転出を抑

えて転入を増やす施策の展開が本当に重要じゃない

かなということですので、よろしくお願いしたいと

思います。そこら辺のところは、また総合計画のほ

うである程度考えていかないといけないと思います

けど、そこら辺ちょっとまあ、いいですか。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君、答弁を求めまし

たか。 

○８番（高柳達弥） はい。 

○議長（加藤弘己） 企画部長、どうぞ。 

○企画部長（佐原秀直） 今の件につきましては、

まさに議員おっしゃるとおりでございまして、その

いわゆる子供を産む年代といいますか、言葉に語弊

があるかもしれませんけれども、そういった年代、

男性の数よりも女性の数がかなり少ないというのが

湖西市の現状でございますので、女性活躍という面

からですね、やっぱり女性の住みやすいまち、女性

の働きやすい職場、そういった環境を整えていくと

いうことで、女性活躍ということをまた市としても

前面に出して、今後施策を展開していくということ

で考えておりますので、よろしくお願いいたします。

以上です。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） そういうことで、一つの課じ

ゃなくて、全庁的に考えていかねばならん問題だと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは５番。 

 生産年齢人口（15歳から64歳）は、湖西市人口ビ

ジョンによると、2010年に３万8,693人、2040年に

は２万8,102人と、１万591人の労働人口の減少が予

測されます。 

 また、湖西市の企業で働く、先ほどありましたよ

うに、昼間の人口が１万人ということで、これらも

労働力人口が減れば労働力不足になって、企業の存

続も危ぶまれるし、また将来の労働力をカバーする

施策を伺いたいなと思います。 

○議長（加藤弘己） 副市長。 

○副市長（田中伸弘） お答えします。 

 前提としまして、将来の労働力不足をカバーとい

うことなんですけども、労働力が不足するほど将来

にわたって魅力ある産業が育まれて、発展する湖西

市である必要があると思います。 

 現状の雇用情勢は、静岡労働局によると、湖西市

を含む浜松管内の直近の有効求人倍率は、令和元年

12月時点で1.51ということで、静岡県の平均の1.47

に比べて高くなっております。 

 一方で、自動車産業は百年に一度の大変革期に突

入しておりまして、製造業自体の構造も将来大きく

変化することも想定されています。 

 湖西市はこの変化に乗り遅れないよう次世代産業

を担う企業の誘致の実施のほか、販路拡大支援のた

めの企業フェア出展への助成など、雇用が継続して

創出されるよう、企業を支援してまいります。 

 そして、湖西市内の企業で働く多くの人々が湖西

市内に住むことにより、生産年齢人口減少の歯止め

につながることから、職住近接の施策を重点的に実

施してまいります。 

 特に、取り組むべき課題は大きく４点あると思っ

ております。 

 １点目としましては、関係人口を増やし、将来的

な移住につなげること、これは湖西市周辺、半径30

キロメートル以内には約214万人程度の人口がいる

ということ、この前、先日も議員の方からも御指摘

いただいたとおりなんですけども、その方々への湖

西市の情報発信力を強化しまして、湖西市の魅力を

感じてもらう方々を増やしていくことが重要であり、

特に東三河地域への情報発信を強化します。 

 ２点目としましては、議員も先ほどの質問で御指
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摘があったとおりなんですけども、20歳から54歳の

男女比のアンバランスを解消すること。これは湖西

市は20歳から54歳までの、いわゆる生産年齢人口に

近い年齢の人口では、男性が女性より8.5％も多い

という特徴があります。このアンバランスを解消し、

女性活躍を推進するため、大学と連携し、湖西市で

働き、湖西市に住むという環境を整える施策に関す

る調査研究を新たに実施します。 

 ３点目としましては、外国の方々が早期に湖西市

になじめること、これは湖西市の外国人の社会増減

は、令和元年では452人の転入超過となっており、

今後も当面は増加傾向にあると考えられます。 

 そこで、在住外国人向けの日本語教室の開催や、

生活ルールのＤＶＤ化、映像化を行うことで日常生

活を支援し、早く湖西市になじめるような取り組み

を継続的に実施していきます。 

 ４点目としましては、未来の湖西市を支える人材

を育成することです。これは若い世代への市内企業

への就職率向上を目的としまして、市内の高校生に

対する職業訓練や職場見学会などを実施しておりま

す。 

 さらに、４月から開始します『わ～くわく「こさ

い」で新生活！奨学金返還支援制度』では、企業と

連携しまして、市内企業への若者の就職を支援して

いきます。 

 このように、生産年齢人口減少に歯止めをかける

には、市の施策を総合的かつ重層的に行う必要があ

りますが、市長が施政方針でトヨタ自動車の豊田章

男社長の言葉を引用しましたとおり「何が正解かわ

からない時代、失敗を恐れず、まずやってみる。た

くさん挑戦し工夫を重ねることが次の時代を開く」

の精神で取り組んでまいりたいと思います。以上で

あります。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） ありがとうございました。 

 別の面でですけど、まあまあ労働力不足について

は、先ほどお話がありましたけどが、外国人労働者

をどうしても増やしていかないといけないと、そう

いうことで対応していくと。また、ＡIとかＩｏＴ

とか、そういうもので対応していくとか、そういう

面でも必要じゃないかなと、そんなふうに思って、

ただいま言われたことで進めていただきたいなと、

そんなふうによろしくお願いいたします。 

 それじゃあ、次に６番。 

 はい、６番。老年人口（65歳以上）は、湖西市人

口ビジョンによると、2010年には１万2,856人が、

2040年には5,359人の増をピークに減少となります

が、将来的には、高齢化率が上昇するので、医療・

介護の担い手人材の育成確保対策や、地域包括支援

体制のもと、在宅医療、介護、認知症、生活支援の

充実が必要と考えますが、現在の整備推進状況をお

伺いいたします。 

○議長（加藤弘己） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（竹上 弘） お答えいたします。 

 地域包括ケアシステムの充実に向けた状況としま

しては、行政だけではなく、医療・介護の関係機関、

各種団体などと連携、協力を図りながら進めており、

徐々に顔の見える関係づくりが進んできていると感

じております。 

 例えば、介護人材の確保・充実を図るため、介護

職員初任者研修を修了した者に対し、費用の一部を

助成する事業を令和２年度に新たに予定していると

ころであります。 

 市といたしましては、引き続き、高齢化が一段と

進む2025年を見えた地域包括ケアシステム充実に向

けて、医療・介護における市立湖西病院、浜名病院、

健康福祉部局との連絡会の開催等、多職種連携を強

化し、また介護予防の観点からは、高齢者の社会参

加を促進し、住民が主体的に活動していただけるよ

うに支援していきたいと考えております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） はい、わかりました。 

 そういうことで、高齢者に対する施策を充実・推

進するような形で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、最後の７番ということで、お願いいた

します。 

 2060年には４万8,000人程度と急激な人口減少が

想定される中、「立地適正化計画」策定によりコン

パクトなまちづくりを目指し、協議会や説明会など

が開かれておりますが、この報道によりますと、新
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聞ありますけどが、ＪＲ３駅周辺を都市機能誘導区

域の案とされていますが、将来４万8,000人のまち

にこの都市機能施設が３カ所にも分散されることは

いいのでしようかね、ということで、また市街化区

域が立地適正化の区域となりますが、新所原駅周辺

は4.9ヘクタール、市街化区域ですね、新所原駅周

辺は10.3ヘクタールの面積の中で、この都市機能誘

導区域ということで、都市機能というのは何かとい

いますと、医療とか福祉とか子育てとか、教育、文

化、商業、行政施設等をこの都市機能の中に集める

ということですけどが、先ほど言いましたこの面積

の中にこういう施設を区域設定すると、居住誘導区

域のスペースというのはどうなるのかなと、とれな

いじゃないかなと。ちなみに、鷲津駅周辺は46.4ヘ

クタール、都市計画マスタープランでは、市の中心

市街地であり中心拠点、鷲津駅周辺ですね、それで

新所原、新居駅周辺は生活拠点として位置づけられ

ております。そういうことで、なぜ４万8,000人の

人口でこの都市機能が３カ所に分散する必要がある

のかということで疑問に思っております。そういう

ことで、今職住近接ということで、面から居住誘導

区域の設定が先じゃないかと、そういうように考え

ますが、そこら辺のことを説明をお願いいたします。 

○議長（加藤弘己） 都市整備部長。 

○都市整備部長（土屋守廣） お答えいたします。 

 まず最初に、現在策定中の立地適正化計画でござ

いますけれども、議員おっしゃられますように、現

在、都市機能誘導区域はＪＲの駅、湖西市内には３

駅ございます。当然３駅を中心とした区域を都市機

能誘導区域という設定、これは国のほうでこの法律

が都市再生特別措置法の法律に基づいて立地適正化

計画というのは策定をいたします。その中でも当然、

運用指針とかいろいろ出ておりますけれども、鉄道

駅とかバスの停留所とかっていうので、ピーク時、

３本以上の駅の周囲という表記がされているという

関係もございますし、駅の周辺に人を集中させよう

というそもそもの目的がございますので、都市機能

については、湖西市内では新所原、鷲津、新居とい

う主要な３駅の周囲を設定、今現在はままだ確定は

しておりませんけれども、その３駅を中心にという

ふうに考えさせていただいております。 

 今後、居住誘導区域を設定いたしますけれども、

やはり居住誘導区域というのは都市機能ですね、

人々の生活に直結するような商業もあります、行政

もあります、そういう機能が都市機能の誘導区域に

入ってくる。その近くにやはり住んでいただくとい

うことで、都市機能を先に設定した上で、その近く

に居住していただくと、それを誘導したいというこ

とで、居住誘導区域を設定するという形を現在考え

て策定中でございます。以上です。 

○議長（加藤弘己） 高柳達弥君。 

○８番（高柳達弥） この立地適正化計画によって

都市機能を決定すれば、そこへ集中的な公共投資と

いうか、投資みたいなのをしていくわけですけどが、

特にそういうことになれば、３カ所に分散する、分

散投資ということで、もう財政的にも大変だし、い

つにそういうふうになるのかということで、１カ所

に集中投資するような都市機能をつくっていくって

いうのが必要じゃないかなと、そんなふうに思いま

す。 

 それは私の考えでございますが、そういうことで、

先日の質疑にもありましたが、説明会の中でも計画

なんかの説明なんかも、コンサルタント任せにして

おるというような形で、やっぱりコンサルタントは

もうその一つのモデルをあちこち、あっちの市、こ

っちの市って、全部そうやってやってたら、ちょっ

と張りつけるだけで、あとそれができ上れば、もう

渡してお金をもらえば、それで後はどうなろうとい

うことで、本当にそういう中なものですから、やっ

ぱりそう言ってもいけませんけども、やっぱりそう

いうコンサルタント任せにせずに、職員がしっかり

勉強して、みずから計画をつくるべきじゃないかな

と、そんなふうに思います。 

 そういうことで、先ほど国土交通省のそういう指

針があってそういうふうにしなければならないとか

聞くですけど、それは指針であって、やっぱり湖西

市に合った計画をつくってもらわないと、何もただ

計画をつくっただけになりますので、そんなことで

お願いしたいと思います。 

 そういうことで、この報道がありましたけどが、
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全国でこの立地適正化計画を策定した地区で、まち

づくりや防災面で計画がずさんということで、失敗

したというような事例が14市町村あるということで、

それで県内では、これも報道にあります、３市町と

なってるということで、またほかに立地適正化計画

による整備が、計画を立てたけど、現在まで計画だ

けで進んでない状況にあるということが報道されて

おります。そういうことで、人口減少に対応するま

ちづくりのために、湖西市としてしっかり調査・研

究をして計画を策定していただきたいと、そんなふ

うに思いますので、今策定中ですので、そういう点

でよろしくお願いしたなと、そんなふうに思います。

これは要望です。そういうことでお願いいたします。 

 それでは、これで終わりにいたしますけどが、そ

ういうことで、以上のように、人口減少はさまざま

な面で影響を与えますので、全庁的に検討して、的

確な施策を実行していかなければならないと思いま

す。行政は継続性を求められておりますが、政治家

は現状からのチャレンジ、改革が求められておりま

す。そういうことで、先日先輩議員の質問で、時期

尚早とのことで態度表明をされませんでしたが、市

長には２期目に向け全力投球で今までの停滞した市

政を刷新し、活力ある豊かな湖西市を築いていって

いただきたいとお願いいたします。そういうことで

一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（加藤弘己） 以上で、８番 高柳達弥君の

一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（加藤弘己） 次に、11番 吉田建二君の発

言を許します。11番 吉田建二君。 

  〔11番 吉田建二登壇〕 

○11番（吉田建二） 11番吉田建二です。一般質問

をします。 

 主題は、行財政改革の推進に向けてであります。 

 少子高齢化社会の時代を迎え、人口の減少、中で

も生産者人口が減っていく傾向が顕著になってきて

おります。特に人口の減は、自治体においては市税

収入の減に直結し、行政運営に与える影響は大きな

ものがございます。そこで、行財政改革に取り組み、

効率のよい行政運営をすることが求められてまいり

ます。効率的で効果的な行財政運営を推進すること

によって、市民や市民活動団体、また事業者や行政

の相互の信頼関係に基づく市民参加型の都市経営の

実現を目指して、行政改革の推進に係る事項の調査

審議機関として、行財政改革審議会が設置されてお

ります。 

 市長の諮問を受け、調査審議された上で、市長に

答申がなされるもので、行政運営を支える力強い存

在にある一つの機関と言えます。 

 行財政改革審議会の諮問制度を十分に活用し、さ

らなる行財政の推進につなげていただきたいとの思

いで質問をいたします。 

 最初の質問です。 

 行財政改革に向けて、成果につながる答申をいた

だくためには、どなたに行財政改革審議会委員をお

願いするかは重要なことと言えます。どのような思

いで依頼をされたのか、委員委嘱までのおおよその

経過を伺います。 

 また、市民の代表者は公募をされたのか、あるい

は市からの推薦によるものですか、あわせてお伺い

いたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。登壇して答弁をお

願いいたします。 

  〔企画部長 佐原秀直登壇〕 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 行財政改革審議会の委員につきましては、学識経

験を有する者１名、公募を含む市民の代表者９名の

計10名に委嘱を行いました。 

 委嘱の経過につきましては、学識経験者につきま

しては、愛知大学から財政学、地方財政論、地域経

済論を専門とする菊地教授の推薦を受けまして、審

議内容に精通した適任者として依頼をいたしました。 

市民の代表者のうち７名の方につきましては、市か

らの補助団体を除く団体等に依頼をしております。 

 また、公募による委員は、平成30年６月15日から

７月６日にかけて公募を行い、２名の方を選出させ

ていただきました。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 行財政改革審議会の委員は10

名で、そのうち市民の代表は２名ということでござ
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います。 

 以前、行財政改革委員会のときには、市民の代表

が５名のときもありましたが、これを２名にして、

団体から選出される委員を増員された理由はどのよ

うなことでしょうか、その点についてお尋ねいたし

ます。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 行財政改革審議会の条例上はですね、委員10人以

内ということで、一つとして学識経験を有する者、

もう一つとして市民の代表者、この２者により構成

するということになっておりまして、学識経験者と

いうことで１名、大学の先生になりますけれども、

ほかの９名につきましては、形としては市民の代表

者ということでございまして、そのうちの２名の方

については公募で募集をさせていただいたというこ

とでございます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 了解をいたしました。学識経

験者１名を除けば、あとは全て市民の代表だと、こ

ういうことでの理解だということで理解をいたしま

す。 

 次に、２番目の質問をお願いいたします。 

 諮問事項についてということで、平成30年９月に

補助金制度の見直しを諮問されております。行財政

改革審議会で調査、審議され、その答申が令和元年

７月にあり、その答申を受けて、令和２年度の当初

予算に反映されているということは、今回配られた

この令和２年度予算案の概要の28ページに表記され

ていることから理解をいたしました。 

 このとき、８項目の補助金制度の諮問をされてお

りますけれども、対象とした補助金制度の範囲は、

何を基準にして選考されたんでしょうか。諮問する

補助金制度の選考の方針というか、考え方について

お伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 諮問する補助金制度の選考の方針につきましては、

法令等で定められているもの、市の負担が義務づけ

られているもの、財源の全額が特定財源であり、一

般財源を伴わないものなどを除きます全ての補助金

制度を対象として選考を行いました。 

 諮問を行いました、諮問したときは９つ諮問させ

ていただいて、答申で途中で１つの補助金につきま

しては、もう廃止ということが決まりましたので、

９つ諮問して８つ答申だったんですけれども、財政

課や担当課の意見聴取を経まして選考させていただ

いたものでございます。ある程度その部局間のバラ

ンスというものも考えさせていただいております。

以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 部局間の調整をする中で行っ

たということですけども、できればこの補助金制度

の見直しにかからなかったほうがいいなと思われる

関係団体の方もおられるだろうし、そういう点では、

こういうものについたはこうやって見直しに取り組

んで、それを行財政改革審議会のほうの諮問にかけ

たよと、こういうような説明ができるということも

大事じゃないかなと、こう思って私は質問したわけ

でございます。 

 それでは、３つ目の質問をお願いいたします。 

 自治会活動への補助金は、既に見直しがされ減額

されております。今回出された９項目の中には、諮

問された補助制度の中に自治会の補助金の減額とい

うか、それについてのカット、どうした自治会の補

助金は諮問されずに減額されたのでしょうか、その

事情をお尋ねいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） 今、議員おっしゃいます

自治会活動への補助金の見直しにつきましては、行

財政改革審議会への諮問前、その前年度に方針決定

をしておりまして、平成29年度にそういった方針が

決定されております。そして、平成30年度から段階

的にということでやらせていただいているものです

から、今回のこの諮問につきましては、平成30年度、

平成31年度でということで諮問をさせていただいて

ますので、そのためこの諮問には含まれていないと

いうことでございます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 諮問に出す前に既にもう減額
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をしたということですけども、減額してそれが正し

かったのかな、そういう点で行財政改革審議会の意

見を聞いて、そしてその結果をある程度もう一度確

認するということも、これも大事じゃないかなと。

一遍やったものは取り返しがつかないじゃなくて、

一遍こうしたけども、あっ、その後こういう検討し

てみたらこうだから、そこのとこちょっと調整して

いこうということはあり得ると思います。そういう

点で、なぜやらなかったのかなということですけど

も、その前年にもう既に見直しをしてあったので、

やらなかったということですけども、そこら辺につ

いてはいろいろ議論というか考え方があろうかと思

います。 

 それでは、４点目の質問お願いします。 

 今回、諮問し答申を受けた８項目以外の補助金制

度については、その補助効果などの検証に関しては

どのような方針というか、考え方でいるのか、その

点お伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 補助金等の見直しガイドラインに基づきまして、

予算の編成時に所管課におきまして、補助事業の公

益性、補助の公平性、行政関与の必要性、補助の効

果、それから経済性、経済性というのは費用対効果

になりますけれども、これらの５つの評価基準に基

づきまして検証を実施しております。引き続き、今

後も予算編成時に検証を実施していく所存でござい

ます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） その見直しガイドライン、公

益性、公平性、必要性、効果とか経済性、費用対効

果云々ということで、５項目の観点からその補助金

の効果などを検証してやった。それについての結果

ってですか、こういうぐあいに出ましたと、こうい

うようなことはある程度公表っていうですか、見せ

てほしいよという関係の団体とか関係者があった場

合には見せるものか、これはあくまでも内部的な資

料だから、これはもうそういうのを見せないよとい

うのか、そこら辺の扱いはどうなっておりますか。

お尋ねいたします。 

○議長（加藤弘己） 総務部長。 

○総務部長（山本一敏） お答えします。 

 まず、このガイドライン、これは26年度に財政課

のほうで作成をさせていただきました。今申したと

おりに、予算編成時に担当者の主観というんですか

ね、そういうものが入らない意味でも、一つの基準

を設けた中で点数化をして、項目ごとに、そしてそ

の点数が満たないものは廃止、休止、また減額と、

反対に、ある程度効果のあるものに関しましては、

増額をしていくという形のものをさせてもらうため

にやらせてもらいました。 

 ちなみに、昨年、令和２年度のものにつきまして

は、廃止、休止が11件ございました。なお、減額に

つきましても33件ほど、全部で108の今補助金を取

られておりますけど、その中で廃止、休止が11、減

額が33件させていただいております。ただ反対に、

増額するものも13件ございましたし、新設につきま

しても７件、新たなものですね、という形で、全て

を減らすだけではなく効果のあるものには反対につ

けていくという形で予算編成をさせてもらっており

ます。 

 ２点目のこれを公表するかしないかにつきまして

は、これはあくまで財政の予算編成上の資料とさせ

ていただいておりますので、各団体等にそういう質

問が、なぜうちが減額されたんだとか、どうしてこ

うなったんだというものに関しましては、それは所

管課においてしっかりと説明をし御理解をいただく

という形で考えております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 補助金を受けたりしている団

体については、やはり市からいただける補助金は貴

重な財源であるので、そういう点で、こういうよう

な事情でこうなんですよということを説明し、納得

をしていただくというか理解してもらうってことは、

非常にその後の活動とか事業に影響されるんじゃな

いかなと、納得されれば影響は少ないけれども、不

満が残ってしまうと、せっかく補助金等が交付され

てもそれだけの効果につながっていきにくいという

ことも考えられますので、その点については、でき

るだけ懇切丁寧な説明を実施されるように、希望を
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申し述べさせていただきたいなと思います。 

 それでは、５番目の質問をお願いいたします。 

 答申された内容は、いわゆる行財政改革審議会か

ら答申された内容は、これを尊重して特別な場合を

除いて実行に向けて努力していくということが基本

にしてるというように、このように理解してますけ

ども、それでよろしいでしょうか。確認のためにお

尋ねをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えします。 

 おっしゃるとおり、そのとおりでございます。答

申につきましては、内容を尊重させていただいて施

策を実行しております。 

 なお、冒頭、議員のほうからもありましたとおり、

平成元年７月にいただいて補助金についての答申に

ついては、先日の令和２年度予算案の概要の資料で

発表をさせていただきましたとおり、令和２年度以

降の予算編成に反映をさせていただくものでござい

ます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 思っていたとおりの答弁をい

ただいて、安心をいたしました。 

 じゃあ６番目の質問をお願いいたします。 

 答申の中に明記されていますけども、これは令和

元年の７月の行財政改革審議会からの答申の中にあ

りますけども、補助金制度の見直しをするときの基

本指針は策定されておるでしょうか。もし策定され

ているようでしたら、その概要についてお尋ねした

いと思います。 

 また、補助金の見直しに当たっては、外部機関の

意見を求めることも答申の中に明記されております

けども、基本指針の中にそのことは盛り込まれてい

るのでしようか、あわせてお尋ねをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 先ほど総務部長からも答弁がありましたとおり、

平成26年度に補助制度を見直す際の指針として評価

の基準などを定めた補助金等の見直しガイドライン

を策定しております。このガイドラインにつきまし

ては、先ほどと重複するかもしれませんけれども、

評価を客観的に行うための基準を定めまして、担当

部署が補助金、交付金の自己評価をする際に役立て

るものでございまして、外部機関の意見を求めるこ

とに関しましては、特に明記はしておりませんけれ

ども、やはり必要に応じて行財政改革審議会等から

の御意見をいただくことも考えております。以上で

ございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 私は答申を見て、ああ、こう

いうような答申がなされたんだなというようなこと

で、その中に補助金の検証、見直しに当たっては、

外部機関等の意見を求められたいというような項目

が一項入ってるもんですから、ここら辺をどのよう

に市のほうでは受けとめて、それを実行、実現され

てるかということを確認させていただいたわけです

けども、やはり市だけで判断するではなくして、全

てとは言いませんけども、こういうことでやるんだ

けどもどうでしょうねっていうことをまず意見を聞

き、そして最終的な判断は行政で行うってこと、こ

れは非常にいろんな点で大事じゃないかなと、ちょ

っと手間はかかるけども、そのときに思いもよらぬ、

あっ、こういう見方があったんだというようなこと

に気がつくこともあろうかと思います。そういう点

で、そこら辺を答申をいただいたもんですから、こ

んなぐあいに一応内規だとか、あるいはちょっとし

たメモでそこのところはしっかり押さえてますよと

いうようなことが、お話を伺えればよかったなと思

うけれど、今後その点についてはどんなぐあいに考

えていきますか、今のところは従来どおりで変更は

ございませんか、確認させてください。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 すみません、ちょっと説明が不足いたしまして、

今回この答申をいただいてからですね、まだ実際に

そういった見直し作業ということはやってないもん

ですから、現状のことで答弁させていただいたんで

すけれども、今後につきましては、やはり先ほども

申し上げましたとおり、答申内容を尊重するという

ことでございますので、やはりもう少しそのやり方

について検討させていただいて、やはり答申内容に
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沿った形で検証ができるように考えてまいりたいと

考えております。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） わかりました。よろしくお願

いいたします。 

 次に、じゃあ７番目の質問をお願いをいたします。 

○議長（加藤弘己） ちょっとお待ちください。７

番に入る前に、質問の途中ですが、ここで休憩をと

りたいと思います。吉田議員、よろしいでしようか。 

○11番（吉田建二） はい。 

○議長（加藤弘己） それでは、暫時休憩といたし

ます。再開を11時10分とさせていただきます。よろ

しくお願いします。 

午前10時59分 休憩 

───────────────── 

午前11時10分 再開 

○議長（加藤弘己） 休憩を解いて、会議を再開い

たします。 

 吉田建二君の７番目からですね。どうぞ。 

○11番（吉田建二） ７番目の質問をさせていただ

きます。 

 平成29年度の行財政改革審議会に２項目諮問をし、

平成29年12月に答申を受けていますが、そのうちの

一つに、行財政改革アクションプランの進行管理に

ついてがございます。その答申の内容をどのように

実践されたのか、その概要についてお尋ねをいたし

ます。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 平成29年度の答申の内容につきましては、行財政

改革アクションプランの取り組みについての考え方

についての内容でございまして、職員の接客能力の

向上、１人、１改善の改良実施、補助金の客観的評

価、広告収入の先進事例検討ということになってお

ります。今回この補助金の客観的評価につきまして、

この答申を踏まえ、平成30年度、令和元年度の２カ

年にわたる諮問をさせていただいたというものでご

ざいます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） よくわかりました。そして、

行財政改革アクションプランの進行管理について、

４項目あるわけですけども、その３項目めに、補助

金の見直しについての答申がございます。そこの中

をずうっと読んでいきますと、補助金については公

平性だとか、成果とか、そういうものが求められる

ので、廃止する場合は、廃止に至る経緯などを市民

へ周知されたいというようなことが書いてあるんで

すけども、この辺についてはどんなぐあいに行政の

ほうでは受けとめ、また今後どんなぐあいにやって

いこうということを考えておられるのですか。その

点についてお尋ねいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） この答申の３番目の補助

金の見直しの中に、今、議員おっしゃられますよう

に、廃止する場合には廃止に至る経緯などを市民へ

周知されたいということでうたわれております。 

 今回、今年度の７月に答申を受けてもおりますの

で、実質的には令和２年度からの予算に影響がある

ものと思われます。それにつきましては、やはり補

助金に関係する団体等については、その担当するセ

クションにおきまして、もう話のほうはさせていた

だいてるものと、このように認識しております。以

上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 本当に、関係のないとは申し

わけないですけども、一般の市民の人たちにという

ことよりも、その市民というのはその該当する団体

だとか、あるいはその他関係する皆さんへは、特に

丁寧に説明してあげたほうがというような答申の内

容だと思いますけども、今回、消防団の互助会の補

助金を廃止しておりますけども、消防団のほうへは

どのように説明をされて了解を、理解をいただきま

したか。その概要についてお伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 消防長。 

○消防本部消防長（杉浦昌司） お答えします。 

 答申を受けまして、消防団会議、団本部会議等に

おきまして、分団長等ですね、そういった方に報告

してということで了解を得まして、今回廃止という

ことで決めさせていただきました。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 
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○11番（吉田建二） 分団長会議等においてお話を

して了解をいただいたということですけど、特に何

で減額するのかというような、そういうような意見

とか要望とか、そういうものは出てこなかったです

か。ああ、わかりましたということで、そのまま素

直に受けとめてといいますか、そこら辺のあれはど

んなぐあいでした。答弁できる範囲で結構ですので、

よろしくお願いします。 

○議長（加藤弘己） 消防長。 

○消防本部消防長（杉浦昌司） お答えします。 

 やはり今までいただいていたものですので、少し

はちょっとどうしてというようなこともございまし

たが、いろいろ市の厳しい財政とか、その辺を丁寧

に説明させていただく中で了解を得たということで

ございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 了解いたします。 

 それでは次に、８番目の質問をお願いいたします。 

 同じ平成29年度の行財政改革審議会は、もう一つ

の諮問項目、公共施設の適正化についても同様に答

申を受けております。この答申の内容について、ど

のように実践されているのか、その概要をお尋ねい

たします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 公共施設の適正配置に関する行財政改革審議会の

答申では、公共施設等総合管理計画で掲げた削減目

標の達成に向けた計画の推進、地域の枠にとらわれ

ない市全体の総量縮減、跡地の利用の有効活用、施

設の複合化や施設の共有化、住民への情報提供や説

明会の継続、などに関しまして御意見をいただいて

おります。 

 答申を踏まえまして、公共施設マネジメント基本

方針に基づき、個別施設の複合化や統廃合、跡地の

活用などのスケジュールと想定事業費を示させてい

ただきました公共施設再配置個別計画を平成30年２

月に策定させていただいております。この個別計画

を着実に推進させるため、施設所管課とのヒアリン

グを実施いたしまして、計画の進捗管理を行ってお

ります。 

 また、工事及び修繕につきましては、個別計画に

基づき優先度判定を実施いたしまして、予算編成へ

の活用を図っております。 

 なお、2017年度から2019年度までの第１期、今ま

で３カ年でございますけれども、これは先日、全協

の席でも報告させていただきましたとおり、おおむ

ね計画どおりの進捗であるということでございます。

以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 了解いたしました。ここのと

ころで答申を受けて、その後、こういうぐあいにや

ってますよというようなことをまた行財政改革審議

会のところに報告するというか経過報告とか、そう

いうことはやっておられるでしょうか。そこら辺に

ついてお尋ねいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 特に、行財政改革審議会には報告はいたしており

ませんけれども、こういった計画につきましては、

市のウエブページで常に公開をしておりますし、先

ほどもちょっと市民への説明というところで言わな

ければいけなかったのかなと思いますけれども、行

財政改革審議会の毎回のその会議録、それから使わ

れた資料等もですね、その都度ウエブページのほう

で公開をさせていただいておりますので、申しわけ

ありません。ちょっと変な言い方になりますけれど

も、行財政改革審議会の参加された委員の方々とい

うのは、よくホームページを見られておられますの

で、多分承知されているのではないかと、すみませ

ん、私の勝手な考えですけど。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 確かに、ホームページには会

議録から資料がしっかり載っておって、それを読ん

でいくと、非常によく市民にはわかります。私もそ

れを見させていただいて、いろいろ今回の質問のシ

ナリオをつくったわけですけども、非常にそういう

点ではいいなと、こんなふうに思います。ただ、イ

ンターネットというか、それを見ない人もいらっし

ゃるもんですから、そういう点の人たちへは何らか

の方法でまた考えていく必要があるかなということ



１８０ 

は感じます。 

 それでは、最後の９番目の質問をお願いいたしま

す。 

 今後行財政改革審議会に諮問していこうとしてい

るようなことがあれば、どんな事項を予定しておる

のでしょうか。また、行政機構は、まず仕事を効率

的に進め、柔軟性を持ち、成果を高める組織である

と同時に、市民にとってはわかりやすく、訪問しや

すい組織であることが大事でございます。いわゆる

この行政機構というのは市役所のいろいろな機構と

いうことになります。そのような視点から、常に検

討して行政組織を見直し、行財政改革審議会に諮問

されたらどうかと考えますけども、いかがでしょう

か、お尋ねをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 令和２年度、来年度でございますけれども、次期

総合計画の策定の中で行財政改革の全般の運営につ

きまして、まずはこの中で内部で検討してまいりた

いということで考えております。 

 組織の見直しにつきましては、行財政改革審議会

等に諮問する予定は現時点ではございませんが、市

民目線で市の組織としての課題を洗い出しまして、

例えば市民の利便性の向上につながるワンストップ

サービスの提供など、組織の見直しに生かしていき

たいと考えております。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） ただいまの答弁からは、現在

の行政組織には特に問題ないと、このように受けと

めてるというように感じました。確かに行政の執行

者側からすれば、仕事がやりやすい組織で問題ない

と受けとめていることには理解できる一面はござい

ますが、いわゆる見方を変える、いわゆる視点を変

えてみれば、課題は点在しているように感じます。

私は、市民目線から見て課の数は多いように感じま

す。 

 そこで、市職員における管理職の占める割合だと

か、課の数が他市に比べて多いのか少ないのか、こ

ういう点について把握しておられたら、その点につ

いてお伺いしたいと思います。まず、その点お伺い

したいと思います。お願いいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長、お願いします。 

○企画部長（佐原秀直） 申しわけありません。管

理職の数につきましては、ちょっと私のほうでは把

握しておりませんけれども、部と課と、合わせまし

て係の数でございますけれども、まず基本となるの

が、当市、湖西市が９部、33課、61係、これ数え方

によって多少増減は出てくるかもしれませんけれど

も、同じ視点で数えまして、裾野市でございます、

裾野市が９部、30課、81係、同様に袋井市でござい

ます、８部、28課、71係、とりあえずこんなような

数値を把握させていただいております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） すみません、裾野市の次どこ

だと言ったかな。裾野市の次は。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） 裾野市の次は袋井市でご

ざいます。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 私は以前、市民の人から、あ

る課へ行ったんだけども、そこの課は係が今まで機

構改革があって、こっちのほうに変わったよという

ようなことで、また隣の課に行かなきゃあならなか

ったとか、あるいはここの課に行って、その次また

用事するとき、また次の課へ行くっていうことで、

課を２つ、３つ歩かなならん、できればそこら辺が

１つの課でできるといいんだけどねっていうような、

そんな意見を聞いたことがあります。 

 それから、毎年各課の仕事の概要ということでこ

の資料をいただくわけですけども、１つの課に係が

２つのとこが非常に多いわけです。中には３つ、４

つとかありますけども、あるいは１課１係というと

ころもあるわけですけども、そういう点でいって非

常に課が、まあいい言葉で言えばスマート、スリム

であると、機動性があると、こういうことになるわ

けですけども、何か非常にそういうものがたくさん

あって、そういうものが一体となって何か仕事をや

っていくときには、何かこうやりにくさが出てくる

んじゃないかなと、こんなことを思いまして、私は

課の数が多いように感じました。 
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 そういう点で、課の数とかそういうのを今聞いた

わけですけども、今は裾野市と袋井市のことですけ

ども、ほかの市はまだ調べてないといえばそれまで

ですけども、県下の他の市と比較すると、そういう

のは多いほうですか、それとも湖西市は大体平均で

すか、そこら辺はどんなぐあいでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） すみません。先ほどまだ

そのほかにも調べたデータはございますけれども、

代表的なところということで申し述べさせていただ

きました。調べた結果ですけれども、課の数につき

ましては、大体、県下、他市並みなのかなと、これ

私の感じですけれども、感じます。しかしながら、

係の数につきましては、湖西市は少ない、ほかの市

におきましては、課の数はそんなに多くないんだけ

ど、その分係の数が多くなってるというのが現状じ

ゃないかと思います。以上です。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 私がこの課の数、あるいは部

の数を少し見直したらどうかと、こうやって発言を

し、一般質問するのは６年ぶりでございます。平成

25年のときにも同じように課の数が少し多いじゃな

いか、見直ししたらどうですかというようなことを

言ってるわけですけども、このとき議事録を見てい

ただければわかりますけども、県内で部、課の多い

のは、市の中では多いほうから６番目になりますと

いうことで、このとき答弁をいただいてるわけです。

したがって、そういう点は少し研究してみることが

必要がありますねということでお話を申し上げまし

たら、時の市長は、一遍見直しをしてみますという

ことを言っていただいたと、こういうような経過が

ございます。そこら辺も踏まえまして、私ちょっと

今からお話というか質問をさせていただきたいと思

います。 

 私も今回調べてみました。静岡県内の給与状況の

タイトルでホームページから一般行政職の給料表の

支給人員の割合をピックアップいたしました。した

がって、教育職と医療職については含んでおりませ

ん。そして、そのデータは平成31年４月現在で、昨

年の４月１日ということで、１年前ということでご

ざいます。 

 給料表を見ていきますと、８級がおおむね部長、

７級が課長、そして６級が課長代理級の職が充てら

れていることから、この３つの等級を合計した人数

がほぼ管理職の人数であり、その割合が全職員に対

して管理職の占める大方の割合であると推測するこ

とにいたしました。その等級に充てられている職員

の数の全職員に占める割合を集計し、比較もいたし

ました。 

 静岡県の焼津市から西の政令市の浜松市を除いた

９市を拾い出して比較してみました。こちらの西側

からちょっと磐田市を除いて、湖西市、袋井市、掛

川市、菊川市、藤枝市、焼津市の６市は、その管理

職の割合が、いわゆるここでいいます、６級、７級、

８級の職員の数は、６市は22.4％から26.9％、その

差は4.5％ということですけども、一番高い26.9％

というのが湖西市でございます。そして、他の３市、

磐田市、牧之原市、御前崎市で17.5から19.1％、い

わゆる20％以下でした。ちなみに、最も低いのが

17.5％で磐田市でございました。このことから、湖

西市における職員の管理職の割合は、静岡県の西部

においては高い位置にあると言えます。 

 そこで、市の財政も厳しい状況である、自治会や

消防団を初め各種の補助金も見直し減額をした予算

案になっていると、また身体障者児童へ支給してい

た児童手当もその意義が小さくなってきたとの理由

から、令和２年度から廃止することになりました。

その他、いろいろのところで簡素、合理化を進め、

経費の節減を進めています。これ全て市民の皆さん

の理解と協力があって実現していることであります。 

 このようなことから、市役所の仕事の効率を低下

させることがあってはいけません。ないように配慮

しながら、業務の合理化や柔軟な対応を高めるため

に、課や係を余り細分化するのではなく、くくりを

ある程度大きくして、今より大きくした課、大きく

した係による大課、大係にする部局も必要であると

考えがます。そうすることにより、管理職の減によ

り人件費の合理化も進められます。行政もみずから

目に見える合理化に努力することが大事と思われま

す。 
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 スリムな組織は行動しやすく、まとまりやすく、

その分野の専門性が高まるなど、多くのメリットが

ありますが、別の組織との連携が取りにくくなると

か、組織全体をまとめていくときにはそれがしにく

くなるということは容易に理解できるところでござ

います。半面、少し大き目にした組織は、おおよそ

この逆のメリットとデメリットが言えると思います。

特に財政の厳しいときである現在ですので、経費を

抑えて成果は大きなものが求められてまいります。

その視点から見たとき、ある程度くくりを大きくし

た大き目の課、大き目の係で組織することを真剣に

検討をすることを望むものであります。 

 市民は、その課に行けば、窓口が広いため、ほぼ

間違いなく要件をスムーズに済ますことができます。

例えば、本市の例で言えば、税務課へ行けば、税の

ことは全てオーケー、市民税だとか固定資産税が市

民税課、市民課あるいは固定資産税課、あるいは納

税課というように課が分かれてると、同じ税金のこ

とであっても、あっ、ここの課へ行かないかん、課

が違いますよと、こうやって言われるかも、そこの

課へ行けば、税金のことだったら、ああ、うちの係

でこうですよって、すぐ横からサポートしていただ

けるということもできます。これは非常にいい体だ

と思います。 

 また、地震や台風など、災害時での対応するとき、

通常の業務での応援や連携を取るとき、小さい課が

幾つも集まって連携するのと、大き目の課が１つか

２つ、ぽっぽとこうやって連携する場合では、差は

当然理解できると思います。そのほか、忙しいとき

などの応援も課の中での係間の応援と課を超えての

応援の違いは十分理解いただけると思います。 

 また、課をまとめれば、管理職が減り、管理職手

当を減らすことができます。管理職手当の支給者を

合理化し、人件費を削減します。給料を減らすとい

うことではありません。また、人数の少ない係では

新人が育ちにくい面がありますけども、係の人数が

多いと先輩からの指導も厚くなり、係内の応援体制

も柔軟に対応ができ、研修への参加や出張なども対

応しやすくなります。協力体制の促進や人材育成に

もメリットが生じます。人件費を初め、経費の面で

も節減につながります。市民も訪問する課の数は確

実に少なくなり、窓口の利用もしやすくなる。 

 当市においても過去にこの大課、大係に取り組ん

だことがあり、コンサルタントの専門的な支援を受

け機構改革を行っております。ぜひ過去の成果を参

考にして、大課、大係についてまとめ上げ、行財政

改革審議会に諮問し、行政改革を推進いただきたい

と考えますが、市長の所見をお伺いいたします。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 委員のおっしゃる、今、組織の、今、部とか課と

かありましたけど、ちょっと人数の細かいとこまで

は把握してませんが、他市町のですね、問題がない

とは全く思っておりませんので、もう既に過去の議

会で御質問あって答弁したかと思いますけれども、

今組織の改編は考えております。本当はことしの４

月から、来月からやりたいものも当然ありましたけ

れども、ことし特に東京オリンピック・パラリンピ

ックがあったりですとか、こども園化が今途中とい

うことでですね、令和３年４月からということで、

さまざまな特に今議員がおっしゃったワンストップ

だとか、横串というか、横の連携ですね、そういっ

たものを行政の中でもしっかりすることによって、

客観的に市民の皆さんがワンストップでサービスを

受けられる、例えば幼児教育と子育て支援だとか、

そういったところのワンストップということは行っ

ていきたいですし、さっきこの前ですね、犯罪被害

者支援の条例ですとか、そういったところでも窓口

の課は決めておりますけれども、そこに他の担当が

集まってきたりだとか、そこは市民の皆さんの利便

性向上という観点で、課そのものの見直しでなくて

ものですね、運用の見直しでできることもあろうか

と思っています。今検討してもらってるお悔やみの

ワンストップなんかもそうでしょうし、そういった

ところは両方で組織の改編と運用でできるところと、

両面で進めていきたいというふうに思っております

ので、ここは早くできるものはもちろん早くやりた

いと思っていますし、さまざまなどうしても一つの

組織を変えると、どうしても次の横の組織との兼ね

合いが人事上も含めてですね、出てきてしまうので、
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こういったこども園化だとか東京オリンピック・パ

ラリンピックだとか、さまざまな制度改正や行事を

見据えながらですね、方向性は同じだと思っており

ますので、行っていきたいと思います。 

 もう一個、行財政改革審議会の諮問でしたか、こ

れは結論から申し上げますと考えておりません。諮

問ではなくて、個別に話を聞いたり、市民の皆さん

からもそうですし、そういった専門の方の個別にお

話を伺うことは大変重要だと思っておりますけれど

も、組織の話ですので、決めるのはしっかり市役所

の内部の中で決めていきたいと思っておりますので、

個別にヒアリングとか参考意見はお聞きしたいと思

ってますけれども、その行革のような形で、例えば

昔の中央省庁の再編みたいに、行革委員会がという

ような大きな組織であればあるかもしれませんけれ

ども、市役所の組織というものは、しっかり住民の

皆さんだったり関係者の意見も伺いながら、市役所

の組織体制として行政が決めていきたいというふう

に思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） 市役所の行政組織は諮問委員

会のほうに諮問する意はないというような、今市長

から答弁をいただきましたけども、私は、行政は行

政をやるための組織でもあるけども、市民がやはり

その行政をうまく引き寄せというか、タイアップし

ながらやっていくということであって、やはり市民

の利便性も十分考えてもらう、そこら辺を審議して

もらうために、そこのところでいろいろの答申とい

うんですか、意見をもらうと、これは非常に大事だ

と思いますし、私はちょっと観点が少し変わってる

なと思いますけど、そこら辺はいかがですか。行財

政改革審議会はやはり行政の、何といいますか、根

幹をなすいろんな基本的なことを意見をもらうとい

うことだと思いますけど、その点いかがでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 すみません、具体的にどこまでというものがわか

らないので、それ以上お答えしようありませんけれ

ども、組織の改編というか、部とか課の再編に伴っ

て、それを行財政改革審議会で御審議いただくとい

うことまでは考えていないという意味で、さまざま

な有識者だとか市民の皆さんの意見を伺うというこ

とは必要だと思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 吉田建二君。 

○11番（吉田建二） これ以上だと、それぞれの考

えがあると思いますけど、私は冒頭申し上げました

ように、行政改革審議会の目的、これ条例にちゃん

と書いてありますけども、いわゆる市民参加型の都

市経営の実現を目指して行財政改革の推進に係る事

項の調査、審議をする機関として、行財政改革審議

会があるんだということですので、そういう市民と

行政とが、いわゆるコラボレーションで行政を進め

ていく、そういうのがより効率的に効果的に行われ

るような組織体制はこんなぐあいにしたいんだけど

も、そこら辺に対して御意見はどうですかって意見

を聞くのは、これは行財政改革審議会にかけても私

はいいじゃないかなと思いますけども、またこの点

については勉強していきたいと思います。 

 それでは、時間もあれですので、行財政改革審議

会の諮問制度を十分に活用して、さらなる行政改革

を推進していただくことを大いに期待していること

を申し上げまして、私の一般質問を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。 

○議長（加藤弘己） 以上で、11番吉田建二君の一

般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（加藤弘己） 次に、15番 馬場 衛君の発

言を許します。15番 馬場 衛君。 

  〔15番 馬場 衛登壇〕 

○15番（馬場 衛） 15番 馬場 衛でございます。

ただいま議長の許可をいただきましたので、一般質

問をさせていただきます。 

 今回、いつもと違って安心・安全をちょっと横に

置いといて、観光を含めて、漁業振興と市の財政に

寄与する部分について質問をさせていただきますの

で、よろしくお願いいたします。お昼前に終わろう

と思ってますけど、ちょっと延びたもんですから、

一生懸命頑張って、いい御答弁をいただければと考

えて、よろしくお願いいたします。 

 それでは、主題１に入らせていただきます。よろ
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しいでしょうか。 

 浜名湖漁業振興施策と観光についてであります。

質問をしようとする背景や経緯でありますが、近年

の異常気象と浜名湖の環境の変化により、湖内の生

態系に変化があらわれ、浜名湖では大変な状況にな

っているというのが現状でございます。漁業従事者

にとって現在深刻な状況となっております。以前、

春先から夏にかけて、干潟での潮干狩りは初夏の風

物詩でもありました。が、近年全く見られなくなっ

ております。 

 冬に訪れとともに、また新居のブランドガキ「プ

リ丸」の収穫が最盛期を迎え、年明けから始まる海

湖館のカキ小屋での焼きガキは、大変なにぎわいを

見せてきておりました。初夏からの潮風とともに、

冬のカキ小屋は、表浜名湖における観光資源として

の位置づけとされてきているところでございます。 

 近年の状況下では、アサリの種貝、また着床や稚

貝の育成が見られず、不漁続きとなって、採貝業者

の生活を大変脅かしてる状況でございます。 

 また、新居のブランドガキ「プリ丸」もことしの

収穫見込みは、昨年の二、三割と、通告では二、三

割と書いてあるんですが、せんだって確認をしたら、

今年度の収穫量は最終的には１割を切れるんじゃな

いかというふうなお話も伺っております。大変落ち

込んでるという話も聞き、年明け後は生産者がいつ

もだと、今の時期でもまだカキをむいてる状況が見

られたんですけど、もう１月ではむいてる状況です

らも見られない、もう１割になったということで、

大変カキ業者にとっては生活自体が脅かされるとい

う状況でございます。 

 ことしのカキ小屋のほうもですね、ついきのうの

資料の中にも出てるんですけど、カキ小屋の営業も

一応めどは３月いっぱい、末日までという予定でし

たけど、３月１日の午前中をもって全てのカキがな

くなったということで、終了されたという状況でご

ざいます。 

 今後このような状況が続きますと、本当にカキの

生産者の死活問題、カキを育てるには、最低でも１

年、１年半、特にプリ丸はなぜこう人気が出るかと

いうと、一般のカキは２年物、３年物、新居でやっ

てる「プリ丸」については、１年から２年までに出

荷できるという状況の中で、もう全然味のランクが

違うというところで、東京へ出しても好評で、ただ、

出荷量が少ないもので、実際的な契約ができない、

それが現状というふうに伺っております。もうちょ

っとこれが定期的に出荷量ができれば、さらに東京

築地でも、浜名湖のプリ丸というふうについては、

本当に奪い合いになるぐらい需要があるということ

は伺っております。 

 その中で、観光カキ小屋としての位置づけが、そ

れもさえもちょっと危ぶまれるというような状況で

ございますので、この後の質問のほうへまた伺いた

いと思ってます。 

 そして、ことしは何といっても、東京2020オリン

ピック、パラリンピックや、７月には浜名湖キュー

バヘミングウェイカップの国際大会が開催されると

いうことで、少し観光のほうへも入っていきたいな

と思いますが、６月24日にはもう既に報道がされて

います新居関所からオリンピックの聖火がスタート

する等、観光事業を推進する絶好のチャンスじゃな

いかというふうに考えております。この時期に今湖

西市にある観光組織の整理や観光資源の発掘にも取

り組むいいチャンスだと捉えておりますので、そう

いった観点から質問をさせていただきたいと思って

おります。 

 まず、質問の目的でありますけど、浜名湖の観光

目玉、潮干狩りの復活と、新居のブランドガキ「プ

リ丸」の収穫の安定を維持し、観光カキ小屋は継続、

さらに観光事業を実施させるために質問させていた

だきます。 

 第１点目の漁業施策についてであります。今のア

サリ、カキの不漁をどのように担当所管とする部門

として判断されておられるのか、その辺についてま

ず伺いたいと思います。 

○議長（加藤弘己） 産業部長。登壇して答弁をお

願いします。 

  〔産業部長 長田尚史登壇〕 

○産業部長（長田尚史） お答えします。 

 湖西市におけるアサリやカキを含めた貝類の漁獲

量は、農林水産省の海面漁業生産統計調査によると、
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平成24年には686トンであったものが、平成29年に

は306トンまで減少しております。 

 特に、アサリにつきましては、浜名漁協、浜名湖

全体の魚種別水揚げ高によると、平成29年度に968

トンであったところ、平成30年度には1,798トンと、

一時的に回復したかに見られましたが、令和元年度

につきましては、872トンにまで再度落ち込んでお

ります。 

 また、カキにつきましても、浜名漁協新居支所の

統計によると、平成24年11月からシーズンの翌年度

平成25年４月までのシーズンの水揚げ高が約45トン

でしたが、年々減少しまして、平成30年11月から平

成31年の４月までのシーズンには、水揚げ高が16ト

ンと４割弱まで落ち込んでおります。馬場議員がお

っしゃいますように、ことしはさらに減少になって

おるということで理解しております。 

 以上のように、アサリ、カキともここ数年の不漁

は本当に深刻であり、市だけではなく、静岡県の水

産試験場等で調査研究等が続けられておりますが、

不漁の要因というのは、海水温の上昇や、植物性プ

ランクトンの減少など、さまざまな要因があると言

われており、複合的な対策が必要であると考えられ

ます。湖西市としても深刻な状況であることを踏ま

えまして、市だけではなく、国、県との連携が重要

であると考えておるところでございます。以上でご

ざいます。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） 御答弁ありがとうございまし

た。 

 担当課のほうでかなり掌握とか認識されていると

いうことで、まあ少しは安心をしたんですが、アサ

リ業者を含めて、カキ業者もそうなんですけど、最

近、漁業従事者に若い人たちが就労されてるという

か、カキの生産者なんか特にそうなんですけど、世

代交代で跡を継がれてる、それも20代、30代前半の

方々がやってる。そんな中で一度今年度のカキの状

況は１割だということだとですね、来年度のもう準

備ができない。種ガキさえ買うことができない。毎

年のように新居の荷揚げ場のところに行くと、カキ

の業者が竹を買って、カキ棚をつくるためにやるん

ですけど、大体１軒当たり40万円ぐらいの竹を買う

費用がかかってる。それに種をつける、貝、それも

仙台のほうから買われるということも聞いてます。

そういった次のカキをとるための経費というのはす

ごくかかってきて、この状態がもう１年続くと廃業

せざるを得ないというふうな話も聞いて、本当に逼

迫というか、本当にそういった状況が見られます。 

 そういった状況の中で、そういった若い人たちと

か漁業者との意見をする場というのは、１年の間と

か何回かあるのかどうか、それについてお伺いをし

たいと思います。 

○議長（加藤弘己） 産業部長。 

○産業部長（長田尚史） 特にそのような定期的な

会議というものは持ってはございませんが、実際に

漁協の支所であるとか、そういうところでは具体的

な話は聞いておるところです。本当に採貝業者につ

きましては、浜名湖というのは特にアサリが安定的

にとれるというのが漁場、漁業の中心であるという

ふうにも考えてますので、若い方に聞くと、もう生

活できないよ、なんていう話も聞いておりますので、

その辺本当に深刻なことだなあと思ってます。 

 また、本当にカキ業者につきましては、カキ小屋

も海湖館のほうで運営してございますので、よくお

話を聞くことはございます。ことしは本当に養殖の

カキというと、浜名湖内だと丸いツルにホタテの貝

に種をつけて、それがびっしりすき間なくつくとい

う形なんですけど、ことしは本当に見たのは、もう

本当にすき間だらけで、もう何もついてないみたい

なツルを幾つか現場で見ております。その辺でもで

すね、現場の状況というのは、本当につぶさに見て

おりますので、把握しているという状況ではござい

ます。その辺で浜松市と静岡県と漁協のほうとです

ね、また水産試験場のほうで組織してます浜名湖の

水産振興協議会というのがございますので、そちら

のほうでいろいろな意見を交わして状況を把握して

いるという状況でございます。以上です。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） ありがとうございます。 

 私も何度かカキ業者の方と一緒にお話をさせてい

ただいて、一度は県の方とお話をしたこともありま
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す。あと、ほかの県会議員も含めて、現状を知って

いただくということでお話を伺ったんですけど、先

ほど言ったように、本当に深刻な状況ができてる。 

やはり新居の我々が「ブリ丸」というブランドがで

きたのをここで絶やしてしまうと、舞阪では「プリ

丸」とは言えないんです。ブランドは「新居のプリ

丸」、これは場所が限定されてるし、その出す時期

も違ってるということで、その辺のところ本当に湖

西市としても大事に、これからのもう観光の一つの

目玉ということで今までやってきているし、今年度

も令和２年度に向けて、市長も観光事業、プロモー

ションの関係をいろいろやっていきたいという話で

も聞いておりますので、一番冬場の大きな観光の目

玉となってくると思います。 

 ただ、潮干狩りについては、もうとれないから、

割かしああいう漁業生産者とは投資をしない、自然

のもので何とかとれと、それでとれないからやめて

しまおうじゃなしに、少しでもやめたことによって、

熊手で、こて、干潟をほじることによって、そこが

また漁場というか、貝の育成場所として醸成される

というか、そういうことさえないもんですから、よ

け悪化していく。だから、本当は貝をまいてでもで

すね、そういう行為をやったほうが本当はよかった

かなと、今思えばそういうように思います。ただ、

潮の流れとか、いろんな政策的なものも自然なもの

との関係では難しいところもあるんですけど、少し

でもそういうことをやってきてれば。全然貝がとれ

ない、貝の採貝業者も自分たちの組合でとれる場所

をちゃんと保護する場所ととる場所、決めてやって

るんですけど、つい先月、１月のときに、サンマリ

ンブリッジ、浜名湖競艇の、中之郷の、あそこの大

正浜のところだけ解禁したら、もう船が通れないぐ

らい採貝業者がそこへ100パイぐらい寄って、それ

も１週間で終わってしまいます。 

 そういう状況があって、新居、舞阪の漁業者もそ

うなんですけど、シラス船に乗る若い人たちは、シ

ラス船自体は安定がないんですよね、年間収入の安

定、シラス、煮干しをとる。漁が悪い、海が悪けり

ゃあ漁もできないということで、安定収入、今100

万円から150万円いかないんじゃないですかね。そ

れを補填するのがアサリ漁、それもある程度乗らな

いと、アサリを採貝する権利ももらえないもんです

から、そのアサリがだめだということで、過去は半

日行けば、１万円とか１万5,000円なった。今は半

日行って、一生懸命朝から晩まで、晩までは時間が

ないものですから、３杯しか取れない。その３杯を

とるのを半日以上かかってしまうという状況の中で、

それだけアサリがとれない。そうすると、若い人た

ちももう離職せざるを得ないというふうな状況が起

こってくる。何とかこれを打開できるいい方法はな

いかということで、いろんな形で研究も進めていき

たいということで、２番目に入りたいと思いますけ

ど。 

 漁業振興のための施策、取り組み、この辺につい

て少しお考えを伺いたいと思います。 

○議長（加藤弘己） 産業部長。 

○産業部長（長田尚史） 現在の漁業振興のための

取り組みとしては、市管理の鷲津漁港、及び入出漁

協の維持管理や、漁協等が共同事業として実施する

水産施設の補修、整備に対する補助、またクルマエ

ビ、ノコギリガザミ等の稚魚等の放流、中間育成に

対する補助等を継続しているところです。 

 また、浜名漁協や静岡県、浜松市等の関係者と連

携して、浜名湖全体の水産資源回復のため、密漁パ

トロールやアサリの食害防止として、ツメタガイの

駆除や、クロダイからの保護のためのかぶせ網、網

の設置、またカキがらを利用しましたアサリの母貝

や稚貝の保護・育成や、潮流を弱めるためのモク除

けの設置等の取り組みを継続するとともに、県によ

る浜名湖における栄養塩分分析調査の情報共有など、

関係機関とさらなる連携強化を図ってまいりたいと

考えております。 

 また、現在の状況で、さらに漁協等のほうから具

体的な支援、共同事業等の提案があれば、必要な支

援措置を検討してまいりたいと考えております。以

上でございます。 

○議長（加藤弘己） 馬場議員、ちょっとお待ちく

ださい。 

 ２番目の質問の途中ですが、ここでお昼の休憩を

とりたいと思います。馬場議員、よろしいですか。 
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○15番（馬場 衛） いいですよ。了解です。 

○議長（加藤弘己） それでは、再開を午後１時と

いたします。13時です。よろしくお願いします。 

午後12時00分 休憩 

───────────────── 

午後１時00分 再開 

○議長（加藤弘己） 休憩を解いて、会議を再開い

たします。 

 馬場 衛君の２番目から再開いたします。 

 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） お昼を挟んでということで、

２問目の答弁ですが、前向きな取り組みしていただ

けるというふうな御答弁をいただきましたので、今、

採貝業者の関係の中で、少し仲介、仲卸業の方と、

採貝をしている若い漁師の方、また有識者を含めた、

少し研究会のような形で、本当にこの浜名湖のアサ

リについて考えたいなという動きがちょっと出てお

ります。近いうちにそういった組織をつくって、ま

た行政のほうにもお願いに上るんじゃないかなとい

うように考えている状況でございますので、立ち上

がったときには、ぜひ御協力、御支援をいただきた

いなと思っております。よろしくお願いいたします。 

 次に、それじゃあ３番目に入りたいと思います。 

 どうしてもこういった浜名湖全体のことになると、

やはり県、国とも連携した今後の漁業振興というこ

とにかかわってくると思いますので、市としてどの

ように県、国への取り組みを考えておられるのか、

お伺いをいたしたいと思います。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 さっきの午前の質問にもあったとおり、やはり若

い方々がせっかく後継としてやっていただいてるの

に、その収入がやはり厳しいだとか、やっぱり浜名

湖を取り巻く状況というのがすごく厳しいっていう

のは、非常にもう事あるごとに聞いてますし、あそ

この実際にカキの浮いてるとこですよね、何て言っ

たらいいのか、かに伝の横というか、あそこを通る

たびに聞きますけれども、非常にそこをですね、や

はりこれを当然すぐに解決するんだったら、そんな

簡単にいかないということは承知の上ですし、やは

り湖西市だけで事業規模というか、予算面のところ

かからしてもとても単独で、こういった市が単独で

できるような事業ではありませんので、議員のおっ

しゃるとおり、国とか県とお願いしたり連携をした

りして、お隣の浜松市でももちろんですけれども、

やっていくことが重要だと思ってます。もともと当

然ながら浜名漁協があって、支所もあわせてですけ

れども、そういったところからも、この前も要望事

項も含めて意見交換させていただきましたし、そこ

でやはり一体となって同じ方向を向いてやっていく

ことが必要だと思ってます。 

 先ほどの御質疑にもあったとおり、やはり原因を

究明して、もうさまざまな海水温の上昇だとか、食

害だとか砂だとかを言われておりますので、ここを

一つ一つ洗い出してやっていかなければならないと、

その対策は先ほど部長からも申し上げさせていただ

いたとおりですけれども、そこをですね、これは一

歩一歩、この前も国会議員を初め、県議の皆さんが

湖西市にお越しいただいたりして、今回かなり県の

予算にも反映していただいてるというふうに聞いて

ます。これはカキもそうですし、アサリもそうです

し、水産業全般だというふうに思ってますので、非

常にこの環境の変化というか、温暖化も含めて厳し

い状況だということは、湖西市とか浜名湖だけでは

なくて、全国的な状況でもありますので、一体とな

ってこれは国と県と連携して進めていくことが何よ

りも大事だと思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） ありがとうございます。 

 いずれにしても、浜名湖全体となるとですね、な

かなか１自治体とか、漁業組合だけというふうなと

ころで大変解決するのは難しいもんですから、今市

長のほうからも心強いお言葉をいただきましたので、

そういったところも少し現場の漁師の人たちにもお

話していきたいなと思ってます。ぜひ引き続きよろ

しくお願いしたいと思います。 

 次に、観光のほうへ入りたいと思います。 

 先ほどの観光につながる部分の中で、ことしはオ

リンピックの関係とか、いろんな部分で観光を通し

ての取り組む絶好のチャンスじゃないかなというこ
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とで、湖西市観光協会と新居町観光協会の一元化に

ついて、ぼちぼち考えていかなければならないんじ

ゃないかなというふうな思いから、このことについ

てお伺いをしたいと思います。 

○議長（加藤弘己） 産業部長。 

○産業部長（長田尚史） 今後、市内の観光事業、

観光交流のお客さんが来るということを発展させて、

市内の経済の活性化を図るためには、湖西市、新居

町の両観光協会を統合し、事務局機能を持たせ、独

立採算制をもって独立させることで、観光事業の効

率性を高めて情報の一元発信を図ることが重要であ

ると考えております。 

 市としましても、独立した協会の立ち上げのため

に支援を継続して、できれば二、三年以内というよ

うな目標を持って、両観光協会の統合・独立を目指

してまいりたいと考えております。以上でございま

す。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） 統合については考えられると

いうことですけど、二、三年というと、やっぱりね、

ちょっと僕の気持ちとしては遅いんじゃないか、時

間かかり過ぎじゃないかと。というのは、現実問題

として、湖西市観光協会並びに新居町観光協会の実

情を見ると、それぞれの事業主さんが観光協会の会

長さんになったり、実際に自分で動かないと自分の

仕事ができないというような人が観光協会を回して

る、会員の人たちも皆そうなんだけど。それで何か

事業をやったときに専念してできるかというと、今、

部長が言われたように、専任事務局を置いて、その

人たちがある程度企画運営できるような形をとらな

いと、本来の観光協会としての仕事というのはでき

ないんじゃないかと。これを２年、３年というと、

ちょっと辛いかなというふうに思いますので、ぜひ

ことしにつくられるなら、先ほど言ったように、オ

リンピック、こういった６月24日のそれこそ聖火の

新居関所から出発する、そういったイベントもある

し、初日の日にも50周年を記念した何かをやれとか

いうふうなことが観光事業につながったらどうだと

いう、いろんなことでこういったところについては、

やはりしっかりした、観光大使も一生懸命頑張って

くれてるんです、そこをちゃんと運営できる事務局

がないというのは、これは一番のネックになっとる

と思いますので、ぜひそれを２年、３年じゃなしに、

もう次年度準備して、令和３年からできるよという

ぐらいの気概を持っていただけたらと思いますけど、

その辺どうですか、もう一回、２年、３年じゃなし

に。 

○議長（加藤弘己） 産業部長。 

○産業部長（長田尚史） 例えばということで、二、

三年という目標を持つという形で数字を出させても

らいましたが、本当にできるだけ早い時期にそうい

う機能を持たせたいということと、確かに事務局を

持つというと、やっぱり場所とかそういう選定もあ

りますので、最終的にはそういうものもそろえて、

少し時間かかるんかなというのはありますけど、で

きるだけ早い対応のほうを目指してまいりたいと考

えております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） できるだけ早いという、市長、

何かしゃべりたそうな雰囲気も見えるんですけど、

とにかく現状だとやっぱり大変難しいと思いますし、

それでやっぱり進んでいかないことにはね、観光協

会としての機能というのが、本当にこことこれだけ

をやって終わりというだけでなくて、せっかくいい

組織が、観光大使ができてるし、まだこの後の中で

も観光資源はまだまだいっぱい掘り出そうと思えば

あると思いますので、そういった事務局がやっぱり

しっかりしてないと、できるものもできないと。と

いうことで、次の２番目に移りたいと思います。 

 観光資源発掘の取り組み、今後どのように考えら

れてるかをまずお伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 産業部長。 

○産業部長（長田尚史） 市内には既に数多くの観

光資源・コンテンツ等が存在しております。これら

の地域の観光資源の中で、令和元年度につきまして

は、国土交通省の外国人向けグローバルコンテンツ

事業の中に、「浜名湖のえびすき漁＆ナイトフィッ

シング」またそれと「うなぎのつかみ取り＆かば焼

き体験」の２つのプログラムが採択されました。こ

のほかにも、この地域のものや、風習の中には有効
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な観光資源になり得る可能性を秘めたものが数多く

存在していることから、今後はそれらの資源の発掘

と磨き上げにも注力していきたいと考えております。 

 令和２年度からは、ヘミングウェイカップ、ミナ

トリング等、広域的な事業もこの地で行われます。

静岡県、浜松市、浜松・浜名湖ツーリズムビューロ

ーとの連携で、より効果的に観光事業を進めること

はもとより、浜名湖観光圏全体において連帯性を持

った観光資源の発掘も目指してまいりたいと考えて

おります。以上です。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） ありがとうございます。 

 前向きな取り組み、資源もいろいろ発掘するとい

うふうな、まだまだ新居の中の部分でも、本陣があ

って、それがいま一つ活用されてないというか、舞

阪の脇本陣のほうが結構ちゃんとできてるというふ

うに、新居はちゃんと本陣跡があって、しかも飯田

家の裏には明治天皇が御座所もあったという話も、

石碑も建って、現在、本興寺のほうでその建物が実

際に使われてるといったこともあるところだもんで

すからね、活用次第によってはすごい観光資源にな

ってくるんじゃないかなと思ってますので、そうい

った取り組みもお願いして、２番目の主題２に入り

たいと思います。よろしくお願いします。 

 主題２でございます。市の所有する未利用地の有

効利用についてであります。 

 質問しようとする背景や経緯でありますが、市の

所有する未利用地の管理の状況を見てみますと、場

所によっては大きな格差を感じさせております。単

管パイプでしっかりと区域を仕切ってるところから、

ほとんど無放置状態というふうなところで、これが

市の土地なのかなというところも考えさせられると

ころでございます。 

 また、都市計画道路等の代替地として予定してい

るところや、用地の活用が見込まれてるところを除

き、厳しい財政状況が続く中において維持管理費等

を考えると、やはり速やかに処分できる土地につい

ては処分し、財源確保につなげるべきと考えており

ます。 

 質問の目的であります。利用予定のない未利用地

を処分し、財源確保とともに、土地の有効活用を図

るためということで、１番目の質問にさせていただ

きます。 

 市の所有する未利用地について、管理の状況にば

らつきがあるように思えるが、場所によって管理方

法が違うのは、これはどのような理由からなのかお

伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 市内に点在しております未利用地の普通財産の土

地の管理につきましては、周辺の環境を損なわない

よう、草刈り等の日常管理を行っております。一部

の土地には、議員おっしゃいますように、囲いを設

けて管理をしておりますが、敷地内の無断使用とか、

ごみの不法投棄の防止を図るためのもので、地域か

らの要望によりましてこのような対応をしておりま

す。今後も定期的な草刈り等を実施いたしまして、

適正な管理に努めてまいりたいと思います。以上で

ございます。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） 企画部長のほうから、地域の

要望があれば、そういった対応をとるということの、

ほかのほうからもあれば、そういう考えでよろしい

ですか。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） おっしゃるとおりでござ

います。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） わかりました。 

 不法地域かね、そういうところにならないように、

地域から早く草を刈ってよと言われないような管理

をぜひ引き続きしていただければと思います。 

 ２に入りたいと思います。 

 文化公園西の土地の売却のこの進捗状況、また今

後の計画についてお伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 企画部長。 

○企画部長（佐原秀直） お答えいたします。 

 文化公園西の普通財産の土地につきましては、皆

さん御案内のとおり、過去３回の公売、平成27年度、

平成28年度、そして昨年度、平成30年度行いました
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が、全て不調となっております。確実な売却を進め

るためには、公売の募集要領の見直しが必要である

と考えております。 

 そこで、どのような条件であるならば、民間の事

業者が興味を示すのか、また土地利用が可能なのか

などにつきまして、幅広く事業者からの御意見を伺

うなど、情報の収集に努め、サウンディング型市場

調査の実施を令和２年度の早い段階で行えるように、

今準備を進めているところでございます。 

 今後も公用、公共用としての利活用のない不要資

産や遊休資産につきましては、歳入確保のためにも

積極的に売却を行うなど、財源の確保に努めてまい

ります。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） わかりました。特に文化公園

の西の土地に、あの広さの広い部分については、旧

新居町民にとっても大変関心を持ってる場所でござ

いますし、今、年に何回かは駐車場としてとか、新

居高校の学園祭とかＰＴＡ総会とかというようなと

きには、大きな駐車場のかわりになるというふうな、

利用もないことはないですけどね、そういったとこ

ろで理解の得られる中の売却をできるだけ早く進め

ていただければと思います。 

 それでは、最後の３番目に移りたいと思います。 

 前回にも少し私はこの関係で質問させていただい

ておりますが、新居町中之郷地内の保育園跡地につ

いて、県からの借地の要請があったように思ってお

ります。この後の市の対応についてどのようになっ

ているかをお伺いをいたします。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 これはもう議員からも、先般からも御質問いただ

いてますし、現在進行形というか、さまざまな事情

がありながら、やはり今進んできているものだとい

うふうに承知してます。たくさん新居の皆さんだと

か、地元の皆さんのお声はいただいてますので、そ

こはもう議員も御承知のとおり、ここの土地利用の

あり方については、どうしても市の土地であります

けれども、湖西警察署の移転と絡んでおりますので、

そことの関係から整理してお答えをさせていただき

ますと。 

 資料を勉強させていただきましたら、時系列で申

し上げると、平成30年７月ですので、１年半ぐらい

前ですかね、一番最初のときにはそのやっぱり湖西

警察署が移転をするということに伴って、新居に交

番が必要だということの話の中で、新居の中で交番

を設置したいという候補地の選定を、これは当然警

察のほうで行われてると思いますけれども、その中

の土地の候補地の一つとして、あそこの今おっしゃ

った第三保育園の跡地ですね、中之郷の土地を使う

ことができるかどうかというような連絡というか、

確認というかが警察のほうからはあったというふう

に聞いております。 

 その中で、もうこれも何度かここでも議論という

か御質問もありましたけれども、現時点では、湖西

市にやはり分娩施設がなくて、産婦人科だとか、そ

ういった施設を誘致するための種地、底地の候補地

の一つであるというふうに考えておりますので、そ

ことの可能性も考えながら、こちらとしてもそれに

支障がない範囲でなら構いませんというか、どのよ

うな面積でどのような形状でというような議論を聞

かされてきたところです。 

 結果的には、それで県警のほうが考えておられる

使用面積だとか形状だとかを考えて、もちろん産婦

人科の誘致、分娩施設の湖西市内にと、出産ができ

る施設をというところは諦めずに続けていきたいと、

当然、今でも思っておりますけれども、それを確保

した上でも支障がないというふうに、形状や面積か

らは判断ができましたので、県警の御要望というか、

第三保育園の跡地もそういった交番として使うこと

は可能ですよということは、その年の同じ平成30年

10月に可能だというお返事はしております。 

 それで、当然ながらその警察署そのものが移転し

てくるわけですから、新居の地域の中での安全・安

心というか、防犯機能の維持、治安の維持、そうい

った安全・安心の観点から交番等機能は必要だと考

えておりますので、そこは当然ながら場所の決定権

は県警にあるというのは、これも繰り返しお話をさ

せていただいてるところですけれども、その中でも、

じゃあどこにとか、そういうものは新居の皆さんか
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らもさまざまなお答えだとか御要望をいただいてい

ますので、これは湖西市としてもしっかりそのお声

を、湖西市にいただいたお声を県警本部にも繰り返

し何度もお伝えをさせていただいてるという状況で

今ありますし、説明会もやっていただいて、またそ

の場でも、その場なり、それが終わってからも地元

の方からも直接警察のほうに御要望はいただいたと

いうふうに聞いておりますので、今そういった話を

県警にはお願いしているところで、現在進行形とな

っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 馬場 衛君。 

○15番（馬場 衛） 今、市長のほうから御答弁あ

ったとおりでございます。ただ、我々のところに聞

こえてきたのが、確定、ある程度ここだということ

を確定されてる、本来なら平成30年７月に少し県警

のほうからこういう話がある、地元の方の、警察署

が動くというのはわかってる。それはもう新居の旧

町民の方々もある程度はもう理解してる。ただ、そ

の後と交番については、やはり地域の安全・安心か

ら言うと大変重要な部分がある。交番は必要な施設

でございますので、それを建物については、本当に

ありがたいなという思いはあるんですが、ただ、場

所になったときに、もうここでほぼ決まったよとい

うところが聞こえてきたところに大変問題があった。

もうちょっと早く情報提供していただいて、我々は、

僕もある程度地域の代表と、自負もありますので、

一言言っていただいて、本来ならスムーズな意見交

換の中で、もうちょっと違ったとこあるじゃないで

すかという話もできたじゃないかな。最終的にはい

ろんな市のほうのお取り計らいというか、我々の意

見も通していただいた中で、１月23日に新居地域セ

ンターで説明会、35人しか来られませんでしたけど

が、35人が全員、ここでいいねという声は一人とし

て聞こえなかった。これその後に要望書も提出させ

て、最終判断は県警だもんですから、ここでどうこ

う私らも言うあれはないんですが、ただ、貸す立場

として、土地を所有する立場として、ここの土地に

ついては本当にみんな気持ちよく貸した、結果的に

できても、貸した土地じゃないよということだけは

理解していただきたいなという思いが一番しとると

ころです。 

 最終決断については、県警がされると思いますの

で、我々だとか地域から出した要望はどこまで聞か

れるかというのは、まだまだこれから先のことだと

思いますけど、それだけを言って、答えは恐らく県

警のほうにありますので、申し述べて、私の一般質

問を終えたいと思います。ありがとうございました。

以上です。 

○議長（加藤弘己） 以上で、15番 馬場 衛君の

一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（加藤弘己） 次に、16番 中村博行君の発

言を許します。16番 中村博行君。 

  〔16番 中村博行登壇〕 

○16番（中村博行） 16番 中村博行です。私は相

も変わらず湖西病院のことについて伺いたいと思い

ます。 

 湖西病院の情報の見える化について、お聞きした

いと思います。 

 質問しようとする背景や経緯ですが、厚生労働省

より、昨年、全国424病院について、統合の検討を

進めるように報道があったと思います。湖西病院も

この中に入っておったわけなんですが、市長は、現

時点では統合は考えてないと述べておられます。少

子高齢化、人口減少の進む中で湖西病院の存続を考

えると、いろいろと我々の知らない情報がまだある

んじゃないかなというふうなことも一応考えられま

すので、そういう情報をもっと公開してもらって、

我々にある程度判断ができるというか、納得のいけ

るような形のほうにしてもらいたいと思って質問を

考えました。 

 それで、質問の目的ですが、情報の見える化を進

め、風評被害をなくし、病院の存在を図るためとい

うふうに考えます。 

 質問１ですが、病院は繰出金の令和元年度より

9.3億円とか、９億円、11億円、９億円、7.5億円と

いうふうにありますが、この繰出金自体の内容が繰

出金の基準で出されておるわけなんですが、それが

どのような方向で使われてるかということがちょっ

と我々にはわからない内容があるもんですから、こ
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の情報を公開したらどうだということで伺いたいと

思います。 

○議長（加藤弘己） 病院事業管理者、登壇して答

弁をお願いいたします。 

  〔病院事業管理者 杉浦良樹登壇〕 

○病院事業管理者（杉浦良樹） お答えを申し上げ

ます。 

 一般会計からの繰出金は、救急医療の実施や病院

事業で借り入れた事業債の償還など、国の繰り出し

基準に基づき算出した金額と、現在の医療サービス

を継続して運営していくために必要な基準外の金額

とに区分されます。 

 内容につきましては、既に公開されておりまして、

決算書等の附属書類の繰入金内訳書のとおりでござ

います。以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） 私はこの繰出金の内容につい

てもまあわかってます、つもりです。それで、私の

前の期ですね、そのときも一応、福祉教育委員会で、

これについては一応いろいろ病院のほうに資料を出

してもらって、内容を聞いたんですが、最終的にい

ろいろ詰めていくと、一般財源とか営業助成とかっ

ていう部分でとまっちゃった過去があるもんですか

ら、これだと何も見える化じゃなくて、見えるよう

になってなくて、営業助成を認めるか、一般財源を

認めるかどうかというだけの判断を我々に求められ

ても、その内容自体がわからないと、どこでどんな

ふうにその営業助成が使われているのかわからない

部分が出てきたわけですよ。 

 いろいろ私はその考えてみたところ、今の方法だ

と繰り出し基準で出されているのはわかるんですが、

これでいろんなもののＰＤＣＡが回るかなというふ

うに考えていくと、繰り出し基準自体が、これは企

業会計で言うと、市のほうからもらったお金をどう

いう理由でもらっているかという内容がわかるだけ

であって、これがどこに使われているかっていう部

分が見えないというふうにちょっと私は気づいたわ

けなんです。それだったらこれをもっとどういうふ

うに使われているかという内容を具体的に診療科別

にそれを区分けしたら、わからない部分でも、結局

はその部分がどこにどれだけっていうふうに、今よ

りか具体的な形で診療科にわからせるというか、わ

かってもらえる形にはなっていくかというふうに思

っております。 

 今のままでいくと、収入のほうはそういうことで、

病院自体で稼ぐものと、それと市からもらうものと

いうふうな形に分かれてるんですが、さっき言った

ように、病院からもらうものの理由づけは、あくま

でもそれをもらうだけのための理由であって、実際

に使われてる費用とはまた別だと。普通会計だとそ

ういうふうなことはないんですが、企業会計のもら

うほうは、お金はお金で収入は収入で、ただ入って

くると、それにもらうための理由づけをしてるだけ

であって、実際の費用のほうとは関連がないという

のかな、お金自体はつながっているんだけどが、名

目でもらったとおりに使われてどうなってるかとい

うふうな、それぞれの名目について精算ができない

ような状態になってるというふうに私は思ったもん

ですから、それだったらやっぱり各診療科で、さっ

きも言いましたように、自分のとこの実際の売り上

げはどれだけだ、実際の自分のところで使ってるも

のはどれだけだという形で計算して、足らなければ、

その分は市のほうから補ってるということで、これ

が具体的にもっとなってきて、それがそこでいろん

な問題があれば、そういう集計をしていけば、それ

を積み上げていけば、実際の繰出金の金額で、それ

でなおかつ、何が問題があって、来年はどういうふ

うに頑張りましょうとか、そういうこともその中で

いろいろ検討できると思うんですが、今の繰り出し

基準ではそういうことが、我々が知らんのかもわか

りませんけどが、我々は見えないですね。そういう

部分のことを明らかにしてもらいたいというふうな

ことでこの質問をしましたけどが、市のほうはそう

いう形の繰出金の内容なんかを検討されてるかどう

かお伺いたいんですが。 

○議長（加藤弘己） 総務部長。 

○総務部長（山本一敏） お答えします。 

 これは予算要求の先ほどの段階の話になるかと思

いますが、当然、病院のほうからは繰り出し基準に

基づいた、繰り出し基準の項目、例えば高度医療だ
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とか研修費だとか、そういうものの経費を上げてき

ていただいております。それに基づいて繰り出し基

準の部分に関しましては予算をつけていると。 

 議員がおっしゃられる基準外、いわゆる営業助成

的なものが見えないじゃないかという話かと思いま

すが、これはやはり総額、全体を見た中での差額に

なってきますので、予算書を見た中で、歳入、歳出、

支出、収益ですね、収益的なものが妥当であると判

断した中で予算をつけてるという形になります。以

上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） そういう基準のほうから追っ

てる話で、基準の内容については、それじゃあどれ

がどういうふうに使われてるかという部分の検証は

されてないというふうに考えられますが、それでい

いでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 総務部長。 

○総務部長（山本一敏） 決算の段階で基準に合っ

た形での報告はいただいております。それを事細か

なところまでの審査といいますか、それに関しては

行っていないのは現状であります。以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） 平成29年度にこうやって実際

に委員会で出したものの回答を杉浦さんになってか

らもらっている内容もありますが、これを見ても、

これは決算でしたので、決算の内容でここにある金

額がどういうふうに使われているかという内容を出

してもらった内容なんですが、それを見ると、先ほ

ども言いましたように、一般財源とか不足分があっ

たり、それでまた営業助成というものは、それ自体

で営業助成と思ってるという内容ですので、いろい

ろ頑張ってくれて下がっていることはわかるんです

が、さらなることを進めるには、そういうふうに見

える化をしていかないと、やっぱりこういうふうに

見える化というか、それぞれの診療科の形でわかる

ようにしていけば、それを公表にすることによって、

それぞれの人がまた個々にいろいろ判断したり、自

分ではこれではいけないなと思えば、そこで改良な

りなんなりが生まれてくると思うんですが、今みた

いに大ざっぱに全部まとめてそれだけでやっていく

と、やっぱりいろんなとこでわからないことがあっ

たりなんかして、風評というか、そういう推測で

我々は物を言ってる部分があるもので、そういう部

分をもっと明らかにしてくれたほうが、いろいろや

る上でも管理者なんかもいろんな部分でもそういう

ものが明らかにみんなで認め合っていろんな仕事を

やっていけば、まだ今よりか指導するほうも命令と

いうか、そういうふうにやってくださいというほう

もやりやすくなって、どこまで成果が上がったかと

いうことが見えるようになると思うんですが、今そ

ういったものが明らかになってないと、みんな推測

だということと、推測で変な風評が立ったりなんか

しちゃうもんで、やっぱり実績を出してやって、こ

うだよということをお互いに理解し合っていったほ

うが、私はいろんなことが事業が早く進むし、みん

なの協力を得られるじゃないかなというふうに、こ

んなふうに一応考えてます。 

 それで、そういうふうにしていくには何が問題か

というふうなこともちょっと聞きたいと思うんです

が、何か問題があるんですか、その各診療科ごとに

収支を出して、その不足分はこれだけだよっていう

ことがわかるようにするには、何か問題があるです

かね。 

○議長（加藤弘己） 病院事業管理者。 

○病院事業管理者（杉浦良樹） これは３番の御質

問というふうに受けとらえてよろしいでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） ３番も関連ありますけどが、

私は今の話では繰出金のほうのことでそういうふう

な形のことが見えるようにはならないかというふう

に思っているんですがね。わかりませんかね。議長、

いいですか。 

○議長（加藤弘己） はい、どうぞ。 

○16番（中村博行） じゃあ３番と一緒でもいいで

すよ。すみません。 

○議長（加藤弘己） 病院事業管理者。 

○病院事業管理者（杉浦良樹） まず、科別の収支

というところがありましたが、これ３番のほうの質

問とも重なると思いますが、前、一般質問でもあっ

たようにですが、収入のほうは明確にわかることが
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できます。ただ、費用に関しては、その科で使った

もの、それから間接費が出てきます。例えば事務と

かですね、コメディカルだとか、どこに携わったか

というのは案分をしなくてはいけないという作業が

出てくるので、それをどのように案分でつけていく

のかというのが大きな問題になります。 

 全体的に通してですが、それを今のところですね、

各医療機関においてそれをどう案分するかで、各医

療機関がやってると思うんですが、明確なこれはこ

こにつけるというようなものがないもんですから、

そういったものが出てくれば、当然そういった基準

にのっとって費用をどう分けるかということができ

ればですが、そういったものが基準が全国レベルだ

とか、それは県でも構わないんですが、そういった

ものができれば、そういった中でやって、わかって

いる情報というのは、基本的には正確なデータは公

表すべきだというふうにも思っておりますので、そ

ういったものがあれば、公表のほうはしていきたい

と思います。基本的に見える化というか、わかって

いただける正しい情報に関しては、病院のほうから

もできる限り発信のほうをしていけるような努力の

ほうはしていきたいというふうに思っております。

以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） 確かに全国的ではないんだけ

どが、自分の病院ですから、自分の病院の中をどう

やってまとめて、それで自分の思った方向に進める

にはどうしたらいいかということでやってもらわな

いと、全国のものがないからっていうようなやり方

だと、余計なんか遅れてくるように私は思うんです

が、その一つの考え方でありますけどね。何かそう

いうふうなものがないと、今の繰り出し基準でやっ

てていくと、そういう何ていうか、ＰＤＣＡが回ら

んというのか、どこにどういう部分が市のものが使

われてるかが明確にならないということで行ってし

まうと。 

 それともう一つ、これによってその繰出金自体が

もう一つ問題として、予算のときに決められると、

それが精算しないでその１年の病院の収入というふ

うに考えられて、それでその収入自体がどういうふ

うになるかというと、最初私はわかりませんでした

けどが、その繰り入れ仕分け、その名目で一応分け

られてるもんで、先ほどにまた戻りますけどが、そ

ういうふうな形で考えて、普通会計というか、そう

いうふうな形で、この名目のはここに使われるとい

うふうに考えておったら、そうではないということ

になると、最初に繰出金を出すときが一番問題で、

それだけもらってしまえば、ほかのほう頑張らなく

ても、極端なこと言ってですよ、その収入が多けれ

ば、病院のほうはその分だけはいろんな改善を遅ら

せても問題ないし、回っていくと、それでそのとき

の決め方によっては利益も出るというような形の結

果に私はなっていくというふうに思ったもんですか

らね、このどうしてもその繰出金の部分を明快にや

っぱりしていかないと、いろんなＰＤＣＡが回って

いかないというふうに考えてこういう質問をしてる

わけなんです。そういうふうにする気はあるかない

かということなんですが、市長はその辺はどうお考

えですか。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 中村議員の日本語がすごく難しくて、非常にとっ

ても僕の頭では、理解できる範囲でお答えをさせて

いただきますけれども。繰出金の中にもいろいろあ

りますので、基準外、もう何回もこれは繰り返しで

すけど、基準外の繰出金を減らしていくということ

が湖西市としては当然必要だと思っております。 

 一方で、もちろん湖西市立の湖西病院ですので、

医療機能、市民の皆さん、地域の皆さんが安心して

医療にかかれるということを維持した上で、その中

で経営改善を図っていくということが何より重要だ

と。その取り組みを今各論としてですね、地域包括

ケア病床だとか、白内障だとか、さまざまな取り組

みを湖西病院にやっていただいてるというふうに認

識をしています。 

 そして、余りもう会計処理とか会計基準の答弁は

しないと前に申し上げたと思いますけれども、さっ

き言った診療科ごとの収入はわかります。しかしな

がら、やはり歳出、支出というものは明確にどうし

てもそこは案分の基準が正しいかどうかの議論にな
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ってしまって、堂々めぐりにもなりますから、安易

にそこにすることなく、じゃあ何々科、診療科ごと

にどういった科目の収入が低いだとか、それはなぜ

かっていうところを突き詰めた上で、それはドクタ

ーが少ないだとか、どこにお願いするだとか、もち

ろん調達コストもそうですけれども、そういったで

きることを反映していくということが必要じゃない

かなと思っていますし、情報公開とか会計処理って

いうのは、当然ながらそれは認められたものを出さ

なければいけませんので、それに従って病院にやっ

ていただいてると思っております。その中でやはり

診療報酬が高い、低いだとか、診療報酬が低いから

やめようという単純な判断は公立病院ってできない

と思っておりますので、そこはやはり地域医療機能

として求められているもの、そして経営改善のバラ

ンスというものを両方でやっていくことが必要だと

思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） まあそういう考え方もあると、

私の言うように考えているのもあるということに気

づいてもらえば、私はここで質問したかいがあるし、

これだけいろいろ病院のことについてやらせてもら

った中で、やっぱりそういうことについて、その改

善が取り入れられれば、まだいろいろよくなるとは

思うんですが、今まで繰り入れ基準でやってきたも

のを今さら変えようというのもなかなかそれは変え

るには大変なことだと思いますが、そうでないと、

やっぱり自分自身でいろんなことを考えてよくしよ

うという方向性を、何かある人はわかるんだけど、

ある人はわからんとか、好き放題勝手なことすると

か、そういうふうな形じゃあやっぱり私はいろんな

ことがスムーズに早く、いわゆるチーム一丸ですか、

そういう形で進むっていう方向にはなかなかすぐに

はできないじゃないかなと思うもんで、そういう私

はこれからも診療科別にいろいろ収支を出して、そ

の中から収支の中でどこの部分にどういうだけかか

っているかということを問題点を解決するようにみ

んなでやってけば、そのほうがもっと早くいろんな

ことが進むし、スムーズにいくじゃないかと、こん

なふうに考えます。大分難しい話ですかね、これは。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 お答えというか、答弁なのか質問なのかもわかり

ませんけれども、さっきちょっと言い忘れた部分も

ありますので、お考えとしてはですね、それはお考

えとして当然こちらとしても受けとめたいと思いま

す。もちろん、ただ、今聞いていて、繰り出し基準、

繰り入れ基準というのか繰り出し基準というのか、

別に湖西病院が独自でやっているものではありませ

んので、そこはですね、さまざまなそういったスタ

ンダードな標準を採用して、当然公立病院とかその

中で行うべき基準に従ってやっているし情報公開も

しているということは御理解いただいて、その中で

しっかりと地域医療機能を維持した上で、当然何が

足りない、収入が足りないとか、入院の収入が足り

ないとか少ないとかいうものであれば、どうやった

らそこは改善できるのかということは、個別具体的

に、ドクターに何とかお願いしていただく、外科も

そうですけれども、とか、さっきの回復期、急性期

だけじゃなくて、回復期に傾注していくとか、そう

いった具体的な改善を図っていかないといけないと

いうふうに思っております。 

 その上で、もう一つだけ申し上げると、さっき言

った推測で物を言うというのがありましたけれども、

物を言ってよくなればいいんですけれども、今のよ

うな御発言で病院の職員の士気が下がったりだとか、

風評被害だというような、何ていうんですかね、御

意見も僕のところには来ておりますので、そこは正

直、実態をしっかり事実関係を捉まえて意見交換を

しないと、自分の思い込みとか自分の意見だけを通

していては何も議論が先に進まないというのを、繰

り返しですけれども、この湖西病院の会計処理に関

しては思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） 今、風評という話があって、

これは市長とも言われた内容なんですが、風評とい

うのは別に悪いほうばっかりじゃないもんね。いい

ほうだって風評が出れば、いろんなお客さんがたく

さん来てると思うんだけどが、風評って何で出るか

っていうと、やっぱり事実と違うことをみんながわ
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からんもんで、そういうふうに想像するだけであっ

て、事実と説明すれば、結局はそんな風評なんて怖

いもんじゃないじゃないかと、私は思うんですがね、

事実が事実ならば。そら事実がわからんもんで、結

局風評を出す話であって、風評自体は別にいい風評

が余計立つ分にはいいもんで、悪い風評は実績をも

って示すと、そういう意味ではやっぱり事実を事実

なりに明快にやっぱり出していくべきだということ

で、この情報の公開っていう部分も一応自分として

は出したわけです。今、そんなふうな話がいって、

話がもうどっかへ行っちゃうと、またいかんもんで、

一応私の言い分としてはそれだけの言い分ですが、

その辺、何か御返答があるようなら、はい。 

○議長（加藤弘己） いいですか。ちょっと質問の

あれから外れますのでね、そのぐらいにしていただ

きたいなと思いますので。 

○16番（中村博行） わかりました。 

○議長（加藤弘己） 市長。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 今の質問に答えるというよりも、例えが合ってる

かどうかわかりませんけれども、最近ちまたでよく

言われるのはですね、セクハラとかパワハラってい

うのは、言った側が気づいてなくても、言われた側

がそう思ったらセクハラだ、パワハラだというのを

思い出しましたので、以上が答弁とさせていただき

ます。以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） すみません。議長、私、１番

と３番と一緒にしたっていうことにしましたので、

３番のほうで、あと診療実績をちょっとどういうふ

うに。 

○議長（加藤弘己） ２番はいいですか。 

○16番（中村博行） の部分が残ってるもんですか

ら、その分を聞きたいなと。 

○議長（加藤弘己） じゃあ先に３番ですか。 

 事務長。 

○病院事務長（田内紀善） お答えします。 

 最近、直近の診療実績で言うと、今年度の１月と

いうことでよろしいでしょうか。 

○16番（中村博行） はい。 

○病院事務長（田内紀善） お答えします。 

 診療科別の収支でございますが、まず入院でござ

いますが、すみません、先ほど１月と言いましたけ

ど、４月から12月までというところで、入院につき

ましては７億456万7,000円でございます。外来の収

益でございますが、７億5,543万9,000円でございま

す。以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） この数字は例月監査の数字を

見ればわかる数字ですよね、これはね。こういう数

字よりか、私はその手術があったなら、手術の部位

がどういうところをどういうふうに実際に診てるか、

急性期である以上はそういう診療の実績があるじゃ

ないかというふうに思ったもんで、それを聞いてる

んですが、その例の424のときも、一応議員全員協

議会でも聞いたし、いろいろしてるんですが、救急

のほうはこうだよって話はあったけどが、実際の急

性期のほうの実績っていうのは、私は病院まで行っ

て聞いても、県のほうのデータがあるよということ

だけで、何も言われてないもんで、そういう部分を

また何か公開されんと変な方向でいろんな推測が出

るじゃないかなと思ったもんで、そういう実績が知

りたいということで、ここで質問をしてるわけなん

ですが。 

○議長（加藤弘己） 病院事業管理者。 

○病院事業管理者（杉浦良樹） 今、手元にある資

料だけですが、こういった手術名別とか診療科別と

か手術数というものは出しております。ただ、非常

に細かくてですね、例えば、外科に関してはヘルニ

ア手術、鼠径ヘルニア17件とか、乳腺悪性腫瘍手術

７件、胃切除、悪性腫瘍手術が６件、これは全て

2018年４月１日から2019年３月31日までのデータで

すが、こういった形でどういったことがやられてる

かというようなものは出ております。これが泌尿器

科とか整形外科だとか、大体おおむねそこの腫瘍の

科でやっているものの年度のものは出ておりますが、

こういったものが公表するかどうかというものはま

た別の問題でですね、ＤＰＣの関連病院のところで

は、機能計数というものがございまして、その中で

病院指標というものを出さなくてはならない、それ
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に対して点数がつくというのがあるので、おおむね

ＤＰＣで大きな病院に関してはホームページを開く

と、一番最初に病院指標という項目のところをクリ

ックすると、７項目に対して出てくるというような

ことはございます。ただ、うちはまだＤＰＣをやっ

ていないので、そういうデータに関しては載せては

いないと、そういった現状でございます。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） 私の知らなかった部分だとい

う部分もありますので、そういうことを私も教えて

もらって認識したいというふうに思います。 

 そういうことで、ちょっと国の424のときにそう

いう説明が実際に病院が持ってても、病院がじかに

私に教えてくれなかったという部分があったもので、

これは何かちょっと何ていうんかな、こういうとこ

で聞かないと教えてくれんもんかなというふうに思

ったので、一応こういうふうな形の質問になってし

まいました。すみません。 

 そうすると、２番が残ってますので、２番につい

てお願いしたいんですが。 

○議長（加藤弘己） 総務部長。 

○総務部長（山本一敏） 中村議員の御質問が地方

交付税ということでお聞きしておりますので、それ

についてお答えをさせていただきます。 

 病院に対する地方交付税でありますが、これ普通

交付税の算出方法とあわせて少し御説明をさせてい

ただきます。 

 普通交付税を算出する作業として、国が決めた基

準に基づいて、各経費ごとに数値を国に報告いたし、

それを需要額となります。この需要額が令和元年度

ですと、湖西市としては約100億円の需要額、湖西

市がかかる、この費目の経費の中には土木費だとか

教育費だとか厚生費、産業経済とか、いろいろかな

り各種の経費があるんですけど、その中の一つに病

院に関する数値は保健衛生費の一部として数値を報

告します。その数値の基礎となるものが、病床数と

か救急告示病床数、あと病院が発行した事業債、い

わゆる借金ですね、それに伴う元利償還金額を数値

として報告をさせてもらっております。この額はで

すね、令和元年度ベースでいきますと、湖西病院の

需要額としては１億6,500万円程度になります。先

ほど申しました100億円の中の１億6,500万円がその

金額となります。 

 しかし、普通交付税に関しましては、その需要額

に対して、収入額、税金等で市が稼ぐお金があるも

んですから、そちらも同じように国に計算をして出

します。これが令和元年ですと約105億円ぐらい、

ということで、収入額のほうが需要額を上回ってお

りますので、交付税としては、数値としては１を超

えるか超えないかという中で、令和元年度は1.03と、

数字的にはわずかな数字にはなりますが、先ほど申

したように、上回ってるということがあるもんです

から、一切普通交付税はもらえないという形が現在

も続いております。以上であります。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） これを聞いたのは、東京なん

かの病院のいろんな講習会があって行ったときには、

国のほうの説明ではそういうものも出されてるはず

だという部分も、やっぱり病院のほうに入っている

じゃないかというような形で説明されてきたもんで

ね、その辺が湖西病院の場合はどういうふうになっ

てるかなと、出てるなら、その部分を出せば、多少

なりとも市の持ち出しは減るんじゃないかなという

ふうに考えたもんだから聞いてますけどが、今の内

容だと不交付団体だとそういういろんなものを国の

言われるとおりに上げていっても、結局お金がたく

さんあるから、おまえのとこは出せねえよというよ

うな形になってるということが今わかりました。 

 そういうことだもんで、そういう不交付団体の病

院というのは、そうすると余計にいろんなとこで効

率よくやってもらわないと、まるきり市の負担にな

ってしまうというふうな形になるわけですよね。そ

ういうことでいいですか。 

○議長（加藤弘己） 総務部長。 

○総務部長（山本一敏） 結論はそうなります。た

だ、交付団体、いわゆるお金をもらう団体になるた

めに収入額が減ったとしたとします、仮定の話なん

ですが、そうすれば、需要額のほうが上回ってます

から、その分はいただけるわけなんですけど、100

億円の需要額に対して99億9,000万円ならもらえる
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額は1,000万円程度になりますので、丸々もらえる

じゃないということを考えていただいて、市として

は収入は収入として頑張るべきだと思っております。

以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） 了解しました。 

 情報公開ということでいろいろ今回やらせてもら

ってるんですが、私自身はいろいろとこんなふうな

例月監査から外来収入、検診収入、そういった収入

も具体的に見えるように、こういう形で見てます。

それで、これが収入であり、また支出のほうもこう

いう形で毎月の例月監査でやっているもんで傾向が

わかるんですがね、それでこういう見える化してい

く中で、いろいろと戦略監が、山崎さんがこういう

ふうな形で出してくれて、それがこれは本当に戦略

監、いろいろ民間から来てもらって、どういうとこ

に問題があるか、公立病院と民間病院の違いみたい

なとこがわかったり、公立病院の中でもまた一生懸

命やってるていうのか、それなりにがっちりやって

るとこと、やってないとこのいろんなことがこれで

もってわかった内容があるんですが、こういうふう

なことをもう私は見える化につけてね、もっといつ

までにどういうふうにやってくれるかっていう部分

がわかると、私のつけてるものもよくなったな、悪

くなったな、これやっててくれてるなというふうに

わかるんだけどが、これを内訳があっただけで、実

際にいつまでにどうだっていうことが見えるような

もんじゃないもんで、その辺を見えるようにしてく

れないかなというふうに私は思うんですが、その辺

はどうでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 病院事業管理者。 

○病院事業管理者（杉浦良樹） お答え申し上げま

す。 

 戦略監の山崎さんのほうでいろんな情報が収集し

てもらっておりまして、今の当院でできる施設基準

はどんなものかとかっていうことで、調査のほうし

ながら、その場で計画を立てて、これをいつまでに

やるという大きなもの以外のものはですね、一昨日

の答弁もさせてもらったリハビリの算定料だとか、

そういうものはわかった時点で、どうすればその解

決ができて算定できるかというものを、短期ででき

るものはすぐやるということで、その場で目標を立

ててはいつまでによりも、すぐやり方を今変えれば、

来月には取れるというものに関しては、できるだけ

短期間で取れるようにしておりますので、ただ、病

床数をどういうふうにするかとか、大きな目標に関

してはいろんな人の意見もあるので、それをお聞き

しながら検討のほうしているという状況で、すぐじ

ゃあここの日までにというようなものに関しては当

然目標を立てて遂行のほうの状況を把握するという

のが必要になってくると思いますが、戦略監はどち

らかというと短期ですぐこう収入が上がるだとか、

そういうものに着目してもらって、見落としがない

かとか、どこの協力を得られれば、そういうことが

できるかということに対して、今さまざまなところ

でやっていただいているというところでございます。

以上です。 

○議長（加藤弘己） 中村博行君。 

○16番（中村博行） まあ確かに皆さん頑張ってく

れてるもんですから、いろんな市のほうの繰出金も

減って、よくはなってきて、本当にそれについては

私も感謝しないといかんというふうに思ってますが、

さらなることを考えた場合には、もうちょっと基本

的なことでお互いに考えていかにゃあいかん部分が

あるなとつくづく考えましたので、さらなる改善の

ほう、ひとつよろしくお願いしたいと思います。こ

れで私の質問を終わります。ありがとうございまし

た。 

○議長（加藤弘己） 以上で、16番中村博行君の一

般質問を終わります。 

 ここで休憩をとりたいと思います。暫時休憩とい

たします。再開を14時15分とさせていただきます。

よろしくお願いします。 

午後２時03分 休憩 

───────────────── 

午後２時15分 再開 

○議長（加藤弘己） 休憩を解いて、会議を再開い

たします。 

───────────────── 

○議長（加藤弘己） 次に、10番 佐原佳美さんの
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発言を許します。 

 10番 佐原佳美さん。 

  〔10番 佐原佳美登壇〕 

○10番（佐原佳美） 10番 佐原佳美でございます。 

 議長の許可をいただきまして、１．命を守る防

災・減災対策の推進について質問いたします。よろ

しくお願いいたします。 

 ことしの3.11、湖西市だけではないと思いますが、

夜間避難訓練がコロナウイルスの拡大防止のために

中止となってはいるんですけれども、大変忘れては

いけない大事なことなので、３月、９月もそうです

けれども、防災の月ということで防災についてさせ

ていただきます。 

 発災以来、９年目の「3.11東日本大震災」の日を

迎えようとしています。ことしの１月17日には、阪

神淡路大震災から25年がたち、四半世紀ということ

で、新聞報道などは１月17日以前から「阪神淡路大

震災25年」などの見出しで特集を連載していました。

そこには、被災者の高齢化で追悼行事が縮小化せざ

るを得ない、また共同通信による「震災後生まれの

若者に「記憶の継承」に関する意識調査」では、

「被災者の感情や思いの継承に力を入れるべき」は

59％で、「防災に役立つ情報を優先して伝えるべ

き」が82％で、「防災の情報を」というほうが上回

り、「記憶の継承」というほうは下回る結果で出て

おりました。さらには「悲しい話は聞きたくない」

31％というふうに、風化現象と捉えられる若者の、

阪神淡路大震災を経験しない若者の意識がわかりま

した。 

 しかし、一方で、被災者の体験談には、「25年た

ってようやく自身が３人兄弟であったことを人前で

話した、２人の幼い弟たちの放り出された姿の記憶

を人に語りたくなくて、ずっと一人っ子と言ってき

た」というものがあり、被災者の深い悲しみのあり

ようを知ったとき、我々はこういうつらい思いをし

ないようにするための事前防災の必要性を改めて痛

感し、広く記憶の継承をし、早期に南海トラフ巨大

地震を迎え撃つできる限りの準備をしなくてはと思

いました。 

 近年は相次ぐ台風や豪雨等の気象災害で、防災対

策に市民の関心が高まっています。この時期に災害

を我が事として、市民、行政、それぞれが備える行

動を加速できる行政支援策をと、今回提案をし、ま

た昨年の３月定例会で私の一般質問で、市内６カ所

の指定福祉避難所に事前アンケートをした中で、市

と、特養が多いんですけども、各施設の協議の場が

一度も持たれてなく、要望を伝える機会もないとの

声を聞き、お伝えした、その後の福祉避難所につい

ても、今回引き続きお聞きしたいと思います。 

 質問の目的は、市民とともに、命を守る防災・減

災対策を推進・強化してほしいためです。 

 では、質問に移ります。 

 指定福祉避難所について、湖西市の御存じの方ば

かりだとは思いますが、一応、指定福祉避難所は、

４つの特別養護老人ホーム白萩、恵翔苑、それから

光湖苑に、新居の燦光、そして介護老人保健施設の

まんさくの里、そして浜名学園というこの６カ所で

すが、私が昨年の３月一般質問をした後、６カ所の

指定福祉避難所とし、担当部局との初顔合わせ、連

絡会が立ち上がったと聞きました。そこで出された

課題や今後の連携方法などを差し支えのない範囲で

伺いたいので、お聞かせください。 

○議長（加藤弘己） 健康福祉部長、登壇して答弁

をお願いいたします。 

  〔健康福祉部長 竹上 弘登壇〕 

○健康福祉部長（竹上 弘） お答えいたします。 

 昨年、令和元年10月１日に協定を締結している、

先ほど議員がおっしゃられた市内６カ所の福祉避難

所施設職員と市担当部局職員による意見交換会を実

施させていただきました。 

 そこでは、まず、市から福祉避難所についての詳

細説明を行わせていただき、その後、それぞれの施

設職員から意見や要望等を伺いました。 

 そこで、少し長くなりますが、そこで出された意

見等を読み上げさせていただきますと、１番目とし

て、自分たちの施設の対象者以外の受け入れ者に対

する専門的知識を持った職員、例えば高齢者を対象

とした施設の場合、知的障害者や精神障害者等に対

する知識を持った職員がいないので、その点が不安

である。 
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 ２つ目、日常から対象施設で生活している入所者

たちもいるので、その者たちの非常食等の準備はで

きているが、災害時に受け入れた方たちの分の備蓄

がほとんどない。市で対応してくれるか。 

 ３つ目ですが、施設職員も被災者であり、全員が

施設に来られるわけではない。ボランティア等の活

用を考えないといけないが、福祉についてある程度

の知識がある人を希望する。 

 最後、４つ目になりますが、災害時に被災者が直

接福祉避難所に来ることがないように、日頃から地

域住民にも福祉避難所の役割の周知をしておいてほ

しい。などの意見がありました。 

 今後につきましては、市と施設との連携だけでは

なく、各施設間の連携や情報共有も重要であること、

またこのような集まりをこれからも最低年１回は持

ちたいということを確認させていただきました。以

上であります。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） ありがとうございました。 

 第１回が本当に画期的に開催していただけてよか

ったと思います。顔の見える関係で、また本当に事

実とリアルな想定で事前準備を始めていっていただ

きたいと思いますが、こういう今コロナウイルスの

伝播を危惧している時期でありますので、私も電話

で１年ぶりとなりますが、２施設にお電話をして、

会合を初回持ってどうでしたかということをお聞き

しましたら、今おっしゃられたような内容でしたが、

一つは、停電したときのやはり連絡先、市役所へど

うやってつないだらいいのかという、携帯電話等、

まだ携帯がつながるんであれば、固定電話はだめで

も地域福祉課につながる方法を教えといてほしいと

いうことを言われました。御検討いただきたいと思

います。 

 それと、やはりボランティアさんのことを心配さ

れてました。湖西市には介護福祉士の専門学校等あ

りませんので、学生等という話もあったようですけ

れども、ここから通ってらっしゃる方はいらっしゃ

るかもしれませんけれども、やはりボランティア窓

口はどこになるんですかって言われたので、社会福

祉協議会が取りまとめ立ち上げますので、ボランテ

ィアセンターを社会福祉協議会が立ち上げるので、

そこへ聞いてくださいって、私もちょっとそれだけ

言ったんですけど、西部地域センターを拠点として、

そうだそうだ、するんだったって、後で思い出した

ので、またそのようなことなど本当に細々したこと

を、最低でも年に１回は集まって確認をし合ってい

ただきたいと思います。大変動いていただいて、う

れしいですが、本当に課題は山積みだと思います。

特に、やはり精神・知的障害の方に対する、またあ

るいは身体障害の方につきましても、高齢者とはち

ょっと違うところで、それぞれのいつも見ている人

でないと見れないというのが心配の種だというのも

よくわかります。 

 そこで、先ほど備蓄にしても、自分たちの入所者

で手いっぱいだとかっていうことでしたけれども、

受け入れられる人数などの吸い上げはされましたか。 

○議長（加藤弘己） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（竹上 弘） 福祉避難所、６カ所

の総数になってしまいますが。こちらのほうで把握

してというか、どれだけ受けられるかというのは聞

いております。それにつきましては、最大で66名、

今現在受け入れが可能ということでお聞きしており

ます。以上です。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） では、次のほうに続きますが、

お電話で確認した施設では、地域の人も来るであろ

うから、それは拒否できないだろうから、まだ何も

すごく準備できてるわけではないけれども、考えな

きゃあいけないと思うとおっしゃられていたところ

もありました。そのためにそれを買ったとかという

お話もありましたので、またそこら辺も本当に詰め

ていただきたいと思います。湖西市は公表していま

すのでね。浜松は殺到されたら困るから公表してな

いということだけど、公表してるといっても、どれ

だけの方が御存じかわかりませんけど。 

 では、２番に行きます。 

 湖西市福祉避難所設置運営に関するマニュアルに

ついてですが、私が去年初めて浜名学園でもらった

コピーですかね、それをちょっと更新したのが、こ

れ地域福祉課からいただきましたけれども、その中
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にある言葉尻を捕まえてっていうことではないので

すけれども、どういう人が対象かってものが明記さ

れてるので、ちょっと読ませていただきますと。 

 このマニュアルに書いてある福祉避難所に来る対

象者というのは、要配慮者で入院の必要や施設に入

所するほどでないが、というのは、入院や入所して

いる人は別として、指定避難所に開設される福祉ス

ペースっていうのは、15カ所ある指定避難所、小・

中学校の11カ所とプラス４カ所の皆さんが防災訓練

のときに使ってらっしゃると思うそこの避難所のと

ころで、福祉スペースというものを設けてもらって、

だけど、そこでその福祉スペースでは支障を来すも

のとあります。具体的には、介護度の高い高齢者、

重度の身体・知的障害者といった湖西市災害避難行

動要支援者リストに吸い上げられる方を目安に入所

の判定とするということが書かれていて、状況に応

じて精神障害者、妊産婦や乳幼児なども対象とあり

ます。 

 さらには、各地域の要支援者は、一旦地元のその

福祉スペースにいるんですけれども、そこから福祉

避難所が開設して空きがあるかどうかを確認したら、

優先順位を決めて、そこのそれぞれの小学校であっ

たり中学校から移送する。多くは体育館であったり、

あるいは要配慮者の部屋としているところから福祉

避難所に移すときに、専門的な判断する知識を持っ

ている方がいつもいるとは限らないので、というこ

とがここにさらに書いてあって、その場合には日常

生活、食事、排せつ、移動に全て人の手助けが必要

な人、そして日常生活に一部介助や見守りが必要な

人を対象とするっていうふうにあります。 

 このように、この福祉避難所設置運営マニュアル

に書かれている対象者を見ると、大変な膨大な数に

なると思います。もちろん、全介助という方たちは

多くは入院であったり入所をされてるかとは思うん

ですけれども、湖西市災害時避難行動要支援者リス

トといって、民生委員たちに１年に一遍か公表して

もいいよと出す前段階の吸い上げの人たちのリスト

の対象者を障害別や要介護度３以上の方というよう

なくくりで、ちょっとそれぞれ数を教えてください。

福祉避難所への移送者数は全体でどのくらいになる

と推測されているのかということでお聞きいたしま

す。 

○議長（加藤弘己） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（竹上 弘） お答えいたします。 

 湖西市災害時避難行動要支援者リストの対象者で

ございますが、介護保険法に規定する要介護３以上

の方が240人、身体障害者福祉法の規定により身体

障害者手帳の交付を受け、身体障害者福祉法施行規

則の１級または２級に該当する方が761人、療育手

帳を受けている方でＡ判定を受けている方が94人、

その他、市の高齢者サービス等を受けている方で、

支援が必要と思われる方などが、合わせて214人で、

合計1,309人でございます。 

 福祉避難所への移送対象者数は、平成30年度に県

が作成した第４次地震被害想定に基づく避難者数か

ら推計させていただきましたが、約23.6％で309人

程度になると見込まれます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） はい、わかりました。介護度

の重い方とか、本当に重い障害の方は結構入院して

る方も、先ほども言いましたけど、入院入所もある

でしょう。309人ですか。はい。要支援者1,309人か

ら309人と聞いて、ちょっとほっとはしました。何

せ受け入れられる数が66人ということなので。です

が、この間ちょっと地域福祉課で聞いた、この先ほ

ど言った、いろんな対象者となる手帳を持っている

方たちなんかの中で、自分の名前を民生委員や自治

会に公表してもいいよって言われている同意者は、

湖西市全体で770人いるって聞いたんですけど、770

人の人は何かあったら助けてくださいってことは言

ってるわけですよね。その違いはどういうことなん

でしょうか、309人と。 

○議長（加藤弘己） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（竹上 弘） 議員がおっしゃいま

したのは、770人につきましては、先ほど申し上げ

ました要支援者リストの中から自治会とか自主防と

かに公表してもいいよという方が770名でございま

す。先ほどの309人というのはですね、地震被害想

定に基づきまして、ちょっと推計させていただいた

ものですので、実際に対象となる支援を必要とする
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方でリストを出してる方については770人という形

で、実際に地震が起きたときに福祉避難所が必要と

なるであろうと思われる方について、推計で309人

ということになります。以上です。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） 平成30年度の第４次被害想定

の計算式に当てはめた推計はそうだ、309人という

ことですけど、実際、既に多少のお亡くなりになっ

た方や、新たに手を挙げる方もいらっしゃったとし

ても、700人から800人、どんどん高齢者も増えてる

ので、800人近い方たちが実際この条件で言ったら、

1,309人のうちの770人は、何かあったら助けてよっ

て、私の名前をみんなに言ってくれていいからねっ

ていう人たちがいるわけですから、本当に対策はや

はり考えなきゃあいけないんじゃないかなっていう

ふうには思います。しかし、施設側の課題は先ほど

おっしゃられたとおりの課題もあるということです

ね。 

 では、３番に行きます。 

 指定避難所の福祉避難スペースの運営について、

これは一般の15カ所ある小・中学校や湖西高校とか、

そういうところの運営の中の福祉避難スペースです。

湖西市指定避難マニュアル、共通編というか、一般

のたくさんの自主防やその校区で避難所運営マニュ

アルはつくられてますけども、このようにつくると

いいよとひな形で示したものの中には、福祉避難所

が開設されたなら福祉避難所マニュアルに基づき、

先ほど私が、こういう人が対象者だよと書いてある

というこれに基づいて優先順位をつけて移送すると

ありますが、これは去年の３月にも言ったんですけ

ど、こういう福祉避難所に行くべき人の対象リスト

は、民生委員と自治会長には公表されてるかもしれ

ませんけれども、さっきも読み上げたとおり、その

避難所にそのリストを持ってる人がいるとは限らな

かったり、選別というか、避難所でのここで何とか

ケアできそうだとか、福祉避難所へ送ってもらわな

いと危険だとかという判定をするときに、さっき言

った全介助か一部介助かっていうのがありました、

何の資格がない人でも見た目で判断する場合のね。

そんなことまでも書いてある、これは一般の避難所

運営マニュアルに添付して配布されてるとか、そう

いうのはないですか。というか、要は、それを知っ

ているというふうに、１年たってどうですかね、地

域の人たちは何か情報をその後行き渡らせたりした

ことはあるんでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 これらの手順ですとか仕組みですね、こういった

マニュアルについては、まだまだ十分理解はされて

ないというふうに感じております。今、我々のとこ

ろで避難所運営連絡会というのを各避難所で立ち上

げていただいて、避難所運営マニュアルを作成して

いただいたりとか、つくってあるところもあります

が、引き続き更新というんですか、中身の内容の見

直しという中ではやっていただいておると思います

が、今ちょっとこのマニュアル自体をそれぞれの避

難所に備えつけはしてないかもしれませんので、こ

れはもう印刷して備えつけておけばいいだけの話な

ので、これはすぐやらないといけないなというふう

に感じております。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） はい、わかりました。また、

それぞれが準備できた段階でお願いしたいと思いま

す。 

 では４番に行きます。 

 福祉避難所へ移送できる要支援者というのはもう

ごく少なく、要支援者のほとんどが在宅避難か、と

にかく耐震化と家具の固定をしておいて、家にいる

ことが一番いいんだよっていうことをいろんな防災

セミナーでも言われてるし、私自身も２月に３カ所

でしゃべらせてもらった中でも、もう一番それを強

調して言ってます。 

 そして、その指定避難所の在宅か指定避難所の福

祉スペースでの生活になると思われますが、そこで

は福祉スペースのところに入られた方たちは、介護

活動という項目があって、介護チームを編成して介

護を行うって書いてあるんですね。結局、幾つかい

ただいて、それぞれできてるものとか、まだ途中の

ものとか、案とかあるんですけど、これ９冊、８冊

ぐらいあるんですけど、やっぱりみんな同じふうに
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書いてある、ひな形どおりにね。それで、ちょっと

ここら辺はどうしてもわからないからひな形どおり

書かれたかと思うんですけど、どんなイメージなん

でしょうか。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 チームを編成してということなので、少しこれ格

好よく書いてすごく難しく感じるかもしれませんけ

ど、そういった大げさなものではなくてですね、や

はり一番わかってるのは御家族の方だと思いますの

で、共助というまず範囲の中で、皆さん避難所は助

け合っていきていかなければいけないということに

なりますので、御家族を含めて、もしその中に地域

の方で介護の経験のある方、自分の親を見た経験が

あるよだとか、そういった方なんかを中心に避難を

して来ていただいた方を中心に、要配慮者の困り事

がないかですとか、コミュニケーションを図ってい

ただくことで、可能な範囲で介護をしていただくと

いうようなイメージ、想定をしております。その上

でですね、共助による介護では対応し切れないとい

う場合も想定されますので、その場合は、先ほどの

福祉避難所というのが全員を受け入れられるかどう

かという、本番のときになればそういった問題が出

てくるかとは思いますが、市の災害対策本部のほう

に要請をしていただいて、市のほうで福祉避難所の

ほうへ移送を対応していくということで考えており

ます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） そうですよね、なかなか難し

いと思います。 

 また、被災後の生活環境のストレスや、それによ

る持病の悪化などで、命を最終的には落とすことに

なる関連死というものもすごく後から言われてまし

て、被害想定のときの死者というのは、湖西市も

5,000人、そのうちの８割は津波でっていう想定に

はなってますけれども、南海トラフ地震では。でも、

東日本大震災や熊本地震では、その直接死を大きく

超えた関連死者の数を出しているというのが現実で、

それこそ熊本地震ではその後に大雨が降って崖崩れ

で、その下敷きになっちゃった５人もプラスになっ

たりとか、本当に関連死と認定されたという報道な

んかもありましたけど、仮設住宅に入ってからの孤

独な寂しさだとか、あるいは自殺だとか、そういう

のも入るので大変悲惨な結果をもたらすんですけれ

ども、関連死が起きる中でも、24.6％が障害者とい

うアンケート結果があったりが最近の新聞に載って

ました。また、健常者より、より高い確率で避難行

動の際に犠牲になると言われるのは高齢者や障害者

で、直接死を逃れても、もう避難生活に入ってから、

プライバシーの確保ができないとか環境が変わった

というストレスから、関連死を迎えてしまうという

のは本当に残念なことです。 

 避難所の環境は障害者、高齢者、幼児連れ、子供

連れの赤ちゃん連れの人たちも避難所には行きにく

いっていうアンケートも最近の新聞にもありました。

そして、妊産婦、持病をお持ちの方っていうのが、

健常者以上に影響を受けるわけで、先ほども言った

ように、自宅が住み続けることが安心な状態でいら

れることが一番なんですけれども、家の危険性があ

れば、そういうところへ行かなきゃあならないとい

うところで、本当にそこでの運営が大変だと思いま

す。 

 だから、介護チームをつくっていうときに、今回、

新年度予算の中に介護職員初任者研修を入れていた

だいて、多くの方たちがそういう介護職の基礎的な

資格なりスキル、技術を身につけることが湖西市民

に一歩開かれたと思って、本当に大変うれしく思っ

てます。ありがとうございます。可決しないとあれ

ですけれども。 

 それで、そういう意味で、本当に多くの人たちが

いろんな知識を持って支え合いの中で、先ほども御

答弁されたとおり、家族の支援と共助という中でし

か守られない。共助っていうことは、やはり地域包

括ケアシステムが自然とここで構築されるっていう

ことなので、本当に先ほども自治会費の予算の削減

だとかいろんなこともありましたけれども、本当に

地域づくりっていうことが大事だなって本当に思っ

ています。一石二鳥も三鳥にもなってしっかりとし

た、なかなか都市部では難しいかもしれませんけれ

ども、顔の見える関係の地域づくりをしていかない
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ことには、福祉スペースの運営もままならないと思

いますので、いろんな意味で底上げをお願いしたい

と思います、行政からの。 

 私がちょっとさきにいただいたものもありますが、

今それぞれの15カ所の一般の避難所、まず行く、一

時避難所から長期ステイする避難所15カ所の指定避

難所運営マニュアルの作成状況はいかがでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 現在、15の避難所におきまして、先ほども言いま

したが、避難所運営連絡会というものを実施してい

ただいております。地域のニーズや課題に合った避

難所それぞれの避難所運営マニュアルの作成、検討

をしていただいてるところでございます。 

 現段階におきましては、９カ所の指定避難所でマ

ニュアルが策定されております。未策定である６カ

所のうち３カ所は、おおむねマニュアル策定はされ

ておりまして、本来は令和２年３月末、今月末ぐら

いには完成ということで予定をしておりましたが、

今のこの新型コロナウイルスの影響から会議がちょ

っと開けないということで、令和２年度の早い時期

には完成させたいということで聞いておるところで

す。残りの３カ所は未策定でございますが、引き続

き策定に向けた支援を行ってまいります。 

 まずは、全ての避難所でマニュアルを策定してい

ただくということを目指しておるところですが、策

定後も避難所の開設ですとか運営訓練などによりま

して、検証や見直しをしていただいて、さらにより

よいマニュアルになるように、市としても協力して

いきたいというふうに考えております。以上でござ

います。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） 本当にどこも策定するのに１

年から３年とか、大変な時間を費やして地域の方々

が協議してつくられたっていうことに、本当に敬意

を表したいと思います。地域防災指導員が全市的に

いらっしゃるわけじゃなくって、空白地もあるので、

本当にまだつくられていないところのてこ入れを危

惧するところです、していただきたいという思いで、

まだ全然作成の運びになってないところはお願いし

たいと思ってます。 

 それで、私がいただいてざっと見た中で、福祉ス

ペースが、その一般の避難所の福祉避難スペースが

３階にあったり、それからなかったり、名前だけは

マニュアルを写してるから出ては、登場してくるん

ですけど、配置図を見たときにどこにもないってい

うのもいっぱいありまして、それでエレベーターの

あるところだから３階でつけたと思うんですけど、

でも停電というのは予測されるわけで、３階に要援

護者のスペースを設けてるところ、このマニュアル

がしっかり書いてあるところもあったり、そういう

どう見てもちょっと非現実的っていうところもある

ので、みんなが完成した際には、やはり危機管理課

のほうでチェックを入れていってもらえたらなと思

うんですけども、そういう活動は予定としてはいか

がでしょうか。 

○議長（加藤弘己） ちょっと待ってください。今、

何番。 

○10番（佐原佳美） ６番です。すみません。 

○議長（加藤弘己） 番号をちゃんと言ってくださ

い。６番ですね。５番から６番へ。 

○10番（佐原佳美） ５番から６番に、はい、すみ

ません。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） ６番目の答弁というこ

とで、避難所運営連絡会でございますが、基本的に

は、危機管理課の職員もよっぽど用事がない限りと

いいますか、基本的には参加させていただいており

まして、運営っていいますか、作成に当たっては地

域の方を中心にやっていただいております。必要が

あればといいますか、余り口出しをし過ぎて市の押

しつけになってもいけませんので、必要に応じてア

ドバイスをしてるという現状でございます。 

 運営マニュアルのほうにつきましては、やっぱり

先ほども言いましたが、一旦つくったから完成とい

うものではなくて、更新っていいますか、していか

なければいけないということを考えております。訓

練や検討を通してまして、改めて必要性を確認をし

ていただいたりですとか、場合によっては、ほかの

避難所の事例なんかを紹介させていただいて、見直
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しに当たってのアドバイス、助言をさせていただい

ております。 

 福祉スペースにつきましては、基本的には、議員

からもお話ありましたように、どの避難所にも要配

慮者を対応するスペースというのを配置をしている

んですが、場所によってはマニュアルに反映されて

ない避難所もございます。また、独立した福祉スペ

ースではなくてですね、一般の避難者、御家族と、

ということになろうかと思いますが、それとか近所

の親しい方とか、そういった方たちと共通の居住ス

ペースを使うほうがきめ細やかな配慮ができるんで

はないかと考えた避難所もあるようでございます。 

 いずれにいたしましても、要配慮者が避難所で生

活できるよう配慮したマニュアルができるように支

援をしてまいりたいと思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） ありがとうございます。よろ

しくお願いします。 

 では、７番に行きます。 

 ７番から12番までを指定避難所の実際の被災時に

機能できるようにするためにと、タイトルをつけま

したが、これは指定避難所のみならず、市内各地全

域が早期復興に向け市民、行政が共同で機能できる

ようにするための提案というか要望というかをさせ

ていただきます。 

 ７番を行きます。 

 校区ごとに、市職員とかＯＢというイメージだっ

たんですけど、県職の方もいらっしゃったりすれば、

よりよいかなと思って、このような官公庁職員とい

う表現をしましたが、ＯＢをそれぞれの地域に担当

制を決めて、地域の防災力の向上を図る体制を構築

してはいかがかということです。今の避難所運営マ

ニュアルの作成にしても、ということでお願いしま

す。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 避難所の運営体制は、東日本大震災や熊本地震な

どを教訓として、国におきましては、行政主体の運

営から避難者を中心とした地域住民が主体的に運営

するよう方針が示されております。 

 湖西市におきましても、その国の方針に従いまし

て、地域住民によります避難所運営をしていただく

よう計画マニュアルを定めているところでございま

す。 

 市職員の避難所業務としましては、避難所支援班

が市災害対策本部との連絡調整を担うことになって

おります。避難所業務以外でも、全ての市の職員は

災害対策本部要員として災害対応を行います。それ

ぞれの役割分担を今されてるところでございます。 

 市職員以外の官公庁職員もそれぞれの立場で災害

対応を行うことになるんではないかと思われますの

で、地域での活動というのは非常に難しいかなとい

うふうに想定しております。 

 また、官公庁の職員ですが、ＯＢの方など、ＯＢ

の方は、特にもう一民間人といいますか、一人の市

民という立場になっておりますし、その避難所ごと

の地域にバランスよく職員がいるとも限らないもん

ですから、なかなか体制を整えるということまでは

難しいかなというふうに考えております。 

 しかしながら、市のＯＢの方については、現役時

代の知識とか経験がございますので、そういったこ

とを地域の一員として、地域防災力の向上に尽力し

ていただきたいというふうに期待をしているところ

でございます。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） ありがとうございました。ち

ょっと私が最初に言いましたように、避難所におい

て、とだけしちゃうと、やはり今言ったように、避

難所の運営はやっぱり地元の方たちでやるべきだと

思いますので、さきの６番のほうの、むしろそのマ

ニュアルづくりなど、内容にしても行程があったり、

その地域に入ってみないとわかりませんけれども、

そういう意味で、てこ入れを願える人材が欲しいな

というところです。 

 では、８番に行きます。 

 市民・職員の防災力向上のため、防災士資格を市

内で研修をして取得できるようなものはいかがでし

ようか。いろんなところに先進地に視察に行きまし

ても、どんな課題であっても、まず人材育成から始

めていろんな事業を先進地として全国から視察者を
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集めるような取り組みをしています。では、お願い

いたします。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 静岡県内では「認定特定非営利活動法人 日本防

災士機構」が認証しました講座といたしまして、静

岡県地震防災センターが実施いたします「ふじのく

に防災士養成講座」が毎年開催されております。 

 市町村で同様の養成講座を実施するためには、先

ほど申しました日本防災士機構の認証を受ける必要

がございます。この認証を受けるためには、各種専

門の講師を、うちでありましたら湖西市独自で依頼

をしたりですとか、１回の講座には50人以上の受講

生を確保しなさいというようなハードルが高いとい

う要件がございまして、現在、県内でも実施してい

る市町はないという状況でございます。 

 湖西市におきましては、地域防災指導員の方に

「ふじのくに防災士養成講座」を受講していただい

ておりますので、これらの知識を出前講座などを通

して普及啓発し、地域の防災力向上を図ってまいり

たいというふうに考えております。以上でございま

す。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） ありがとうございます。 

 小山町が町でやったという話を聞いたもんですか

ら、前にもちょっと、子供の教育のほうでそんな提

案もしたことがありますが、ぜひとも地域防災指導

員さんも空白地がありますので、やはり空白地のな

いように、もちろん自分の地域以外の方が来て講習

していただいている事実も新所も受けてもいますけ

れども、やはりおらが村にないとなかなかマニュア

ルづくりのときなんか、夜の会合が多かったりです

ので、ぜひとももうちょっとこう養成、地域防災指

導員も募集して勉強していってもらう方を増やして

もらいたいと思います。 

 では、９番に行きます。 

  昨年度、機構改革により危機管理監が市民安全

部長と兼任になりましたが、迎える災害に対して事

前防災事業は多岐にわたります。指揮をとる立場と

して、この体制で支障はありませんか。今コロナウ

イルスがまだパンデミックという状態にはなってな

いと思うんですけれども、これも危機管理だし、今、

複合災害という形もあるし、そのときに大変ではな

いのかな、それと事前防災を私は積極的にやってい

ただきたい意味からこれをお聞きして、危機管理監

が独立して防災のことだけやってもらえたらいいな

と思ってます。 

○議長（加藤弘己） 市長、どうぞ。 

○市長（影山剛士） お答え申し上げます。 

 さすがにこれは部長答弁というわけにはいかない

ので、お答えさせていただきますけれども、今おっ

しゃるとおりで、この前から危機管理監と、今まで

やったら市民経済部を産業部にしたりして、さまざ

まな機構もやはり時代に合わせて変えていかなけれ

ばいけないという観点から、今は市民部と危機管理

監という部長が両方を兼ねていただいております。

もちろん業務のバランスだとか、さまざまなことを

考えながら、そこは機構は組んでおりますし、ほか

の例えば、今、議員がおっしゃった新型コロナなん

かは、当然健康福祉部が中心となったりだとか、さ

まざま、そこは業務の分担とかバランスというのは、

ほかのもちろん教育委員会でありますとか、環境部

でありますとか、さまざまな部局ごとにですね、当

然ここは役割分担をしつつも、防災とか、いわゆる

災害対応に関しては、そこは当然危機管理部局が中

心とはなりますけれども、オール市が一体となって

というか、当然ながらそこは、この前災害時の教育

委員会の役割みたいな御質問もありましたけれども、

それぞれが今、市の職員の分担も決まってますので、

そこは全ての部局でですね、防災なり災害時の対応

はしなきゃあいけないというふうに思っております。 

 さまざま、やっぱりここはそれぞれの部署の専門

性もありますので、業務バランスを踏まえた上で機

構改革も考えていきたいとは思っておりますけれど

も、現時点では今の体制で行きたいという思いがあ

りまして、もちろん、例えば部長を増やしていいと

かいうのであれば、それはもっともっとここを増や

したりとかっていうことは考えはすることはありま

すけれども、ついさっきも行政改革の質問もいただ

いたところですので、なかなかそれをもう好きなだ
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け部長とか課長を増やすだとか、そういうわけにも

いきませんので、そこは全体の業務のバランスだと

か役割分担を考えながら、機構も当然時代に合わせ

ても変えていくことは必要だと思っていますので、

そこは臨機応変に、極力いろんな方の御意見も伺い

ながら、災害対応、当然防災対応は市民の皆さんの

安全・安心には必要ですので、引き続きそこは考え

ていきたいと思っております。以上です。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） じゃよろしくお願いします。 

 では、10番に行きます。 

 災害ボランティア活動者に派遣資金支援をする市

などがあります、市とか県ですけども、復興人材育

成として、職員も消防だとか保健師だとか行かれた

という、行ってきた後の報告を聞かせていただいた

こともあるんですけれども、やはり本当に臨場感と

いうか、経験した人を増やしておかないと、いざ、

この現場で発災したときの少しでも知恵というか、

経験したことのない人はリーダーシップはとりにく

い、そういう人が大勢いるほうがいいかなと思うの

で、それと一般の方でも、藤枝市が２人１チームで、

最高１人１万円の交通費と、県でやってるところが

多いんですけれども、市でやってるところもあって、

バスだけ出すよとか、そういうところもあるんです

けども、いかがでしょうか、まあ財政難のところで

はありますが。 

○議長（加藤弘己） 佐原議員、よろしいですか。

発言時間が残り３分となりましたので、そこら辺を

よく、お願いします。 

 じゃあ答弁のほう。危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 災害ボランティア活動者への支援といたしまして

は、災害ボランティアに行く際に、ボランティア車

両証明書の発行を受けることで、高速道路の通行料

が無料になるという制度がございます。この制度の

周知啓発を行うことで、災害ボランティア活動者の

負担が軽減され「ボランティアへ行こう」というよ

うな情報発信をしていきたいというふうに考えてお

ります。 

 また、市内の災害ボランティア団体とは、社会福

祉協議会とともに定期的に連絡会を開催して情報交

換等を行っております。こういった機会に、今言っ

たボランティアなんかの経験をした方、そういった

会員の方のその災害ボランティアの経験などを情報

共有することで、ボランティア活動者のニーズなど

を把握しながら、人材の育成を図ってまいりたいと

いうふうに考えております。以上でございます。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） ありがとうございます。 

 これは職員も仕事として行けれればいいし、プラ

イベートでも行けれればいいしという意味もありま

す、一般の人もという。また御検討ください。 

 では、11番お願いします。 

 ふるさと納税の使い道に、今、私が言ったような

派遣の資金にするような防災対策の項目を追加して

はいかがでしょうか。 

○議長（加藤弘己） 総務部長、どうぞ。 

○総務部長（山本一敏） お答えします。 

 議員御存じかどうかわかりませんが、現在、湖西

市へふるさと納税をしていただける方には、寄附の

目的、使途を選べるようになっております。それが

７つ設定させてもらっております。その７つの１つ

に「安全で安心して暮らせるまちづくりのために」

というものがあります。この項目は、今議員がおっ

しゃられるように、自然災害に備えるための施設整

備だとか、自主防災組織や消防力の強化などを目的

として設定したものであります。議員がおっしゃる

防災対策については、今言う、この項目が該当する

と我々は思っております。 

 また、実際御寄附をしてくださった方からメッセ

ージ等もいただくわけなんですけど、その中に「将

来の地震や津波に備えたまちづくりに生かしてほし

い」とか「災害に強いまちづくりを行ってほしい」

という多数の応援メッセージもいただいております。

このようなことから、防災対策としての御寄附をい

ただいていると思っておりますので、新たに項目を

設けるのではなく、この現在の項目、余り多数にし

てもですね、選ぶに手間というんですかね、にもな

りますので、この項目を生かしていきたいと。今後

も当然ふるさと納税は防災対策のために活用させて
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いただきたいと考えているのは現状であります。以

上です。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） はい、わかりました。 

 私もチェックしましてね、それから市長が自由に

使っていいとかね、そういう項目があるのも承知し

ているんですけど、防災っていう名前があると、あ

っと思う人もいるかなと思ったわけですね。また、

御検討ください。そうは言っても御検討ください。 

 では、12番に行きます。 

 応急危険度判定士とか保健師、助産師、看護師、

介護福祉士など、被災直後から復旧・復興に必要な

有資格者の人材登録をして人材バンクというものを

つくってはいかがかということですけど、私はこれ

は各地域で校区ごとにつくるべきだと思って、いつ

も自治会だよりに書いてるんですけど、なかなかそ

の段階になってないんですけど、それを吸い上げて

市が人材バンク手帳みたいなのを持ってれればいい

かなということなんですけど、ただ、いかんせんそ

れぞれの温度差があって、やはり市から言われたか

らまあやるかっていう形のほうがやってくれるとい

うか、自主性に任せると、やらないまま終わってし

まいそうなので、ちょっとこんな発信をしてもらえ

ないかなという思いでお聞きします。 

○議長（加藤弘己） 危機管理監。 

○危機管理監（小林勝美） お答えいたします。 

 今のところで言いますと、実はもう御承知かもし

れませんが、静岡県のほうで「自主防災組織の活性

化に人のつながりを」ということで、人材台帳作成

の勧めというものがございます。私たちのほうも、

市のほうも議員おっしゃるとおり、やっぱり各自主

防災会でつくっていただいて、地域の人材を把握し

ていただくのが一番いいのかなというふうに思って

るところでございます。 

 今現在はですね、自主防災会のほうにも、コピー

といいますか、印刷して一応お渡しはしてるところ

であります。ただ、まだ避難所運営マニュアル作成

いただいたりとか、そういったこともやっていただ

いてて、余り市から強制的にといいますか、いろん

なことをお願いするっていうのは、荷が重いのかな

ということで、今、分けて、またこういうのを見て、

こういうのがあると便利ですよっていうところでと

どめてるところですが、先ほど言いますように、避

難運営マニュアルのほうは、複数の自治会が集まっ

てつくってるというとこもありますので、先ほど言

ったように、３カ所残りができれば、３カ所はもう

ほぼできてますし、あと残り３カ所を支援して、で

きればその次はもしかしたらこういったものになる

のかなってこともありますので、自主防災会ですと

か避難所運営連絡会とも連絡をいたしまして、こう

いった支援をしていきたいなというふうに考えてお

ります。以上です。 

○議長（加藤弘己） 佐原佳美さん。 

○10番（佐原佳美） わかりました。９年、もう来

年は10年、3.11からなるんですけれども、ようやく

ここまで来たかというか、でも、もうすごいこんな

にいっぱいできてるということは涙が出るくらいう

れしい思いがしてます。引き続き、自分のできるこ

とは自分で発信しながら、また市の行政の皆さんと

ともに市民の安全を目指していきたいと思います。

ありがとうございました。 

○議長（加藤弘己） 以上で、10番 佐原佳美さん

の一般質問を終わります。 

 これをもちまして、３月定例会に予定しておりま

した一般質問を終わります。 

───────────────── 

○議長（加藤弘己） 以上で本日の日程は終了いた

しました。 

 本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでご

ざいました。 

午後３時08分 散会 

───────────────── 


